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対象とする災害 活動内容(今までとこれから） 現地調査等 他機関との連携 アーカイブズ関連 人材育成 一般向け啓蒙活動

北海道支部

噴火・火山災害
大雪・流氷災害
豪雨・暴風雨災害
地震・津波災害

• これまでの北海道における災害に関す
る資料収集・整理
• 特に、北海道特有（地震・津波時にお
ける流氷の打ち上げ、樋門の凍結など）
の災害
• 災害情報に関するアンケート調査もしく
はヒアリング

収集・整理した災害履歴のデータ
ベースの拡張

平川先生から土木技術者へ
の津波堆積物等の講習会（講
義・研修）など

二世会（萌志会など）や市
町村などの関係団体への
情報の発信

東北支部 東日本大震災

東日本大震災に関する学術合同調査
委員会活動中
・土木学会東北支部、地盤工学会東北
支部、地すべり学会東北支部、日本建
築学会東北支部、日本都市計画学会東
北支部、日本コンクリート工学協会東北
支部、東北建設協会の合同調査委員会
・第一次報告会（平成23年4月28日）、
・第二次報告会（平成23年7月1日）、
・第三次報告会（平成23年８月18日）、
・第四次報告会（平成23年11月４日）、
・第五次報告会（平成25年3月21日予
定）、
・合同調査委員会最終報告書刊行（平
成25年3月予定）

各学協会、各メンバー
対応

・国土交通省東北地方整備局
・東北６県、仙台市
・地盤工学会東北支部、地すべり
学会東北支部、日本建築学会東
北支部、日本都市計画学会東北
支部、日本コンクリート工学協会東
北支部、東北建設協会の合同調
査委員会

・東北大学災害科学国際研究所「み
ちの震録伝」事業実施中
http://shinrokuden.irides.tohoku.ac.j
p/

・各種報告会、講習会、パネ
ル展示など
・シンポジウム「災害対応マネ
ジメント力の強化ー東日本大
震災から学ぶこと」（平成24年
11月6日）
・東日本大震災と復興〜生活
に密着したライフラインの復
旧・復興の足取り（防災に関
するシンポジウム、平成24年
11月22日）
・震災に関するパネル展示
（同上）
・東北地方の橋梁保全に関す
るシンポジウム（平成25年1月
17日）

・各種報告会、講習会、パ
ネル展示など
・シンポジウム「災害対応
マネジメント力の強化ー東
日本大震災から学ぶこと」
（平成24年11月6日）
・東日本大震災と復興〜
生活に密着したライフライ
ンの復旧・復興の足取り
（防災に関するシンポジウ
ム、平成24年11月22日）
・震災に関するパネル展
示（同上）
・東北地方の橋梁保全に
関するシンポジウム（平成
25年1月18日）

関東支部

首都圏での水害・地震災害など自然複
合災害
中山間地での土砂災害
地震（地震動，津波，液状化，火災）
火山噴火（浅間山，富士山，三宅島な
ど）
台風，集中豪雨による水害・土砂災害
風害（台風，竜巻），雪害，地下水変動

6つのWGを設置し活動を開始
WG1関東地方における自然災害発生履
歴や東日本大震災の被害状況のまと
め、社会インフラを担う企業の自然複合
災害に対する取り組み状況の調査まと
め
WG2　モデル地域における自然複合災
害の課題検討
　WG2-1　首都圏の低平地
　WG2-2　京浜地区（鶴見川流域）
　WG2-3　新潟山古志村を中心とした地
域
　WG2-4　東日本大震災において津波
被害を受けた地区（千葉県旭市）

• 国土交通省関東地方整備局、北
陸地方整備局、横浜市などとの協
力体制に関する検討

収集した自然災害や複合的な災害
履歴、自然複合災害に対する被害
想定などのデータベース化

WGに学生（中央大、東海大）
を参画させ、卒論などの研究
テーマに位置づけ活動

関東支部HPによる情報発
信（今後検討）

中部支部

海溝型地震（南海トラフ巨大地震）
直下型地震（濃尾地震）
火山噴火（富士山大噴火）
大崩壊・土石流（鳶山大崩壊）
豪雨・洪水・高潮（スーパー伊勢湾台
風）

• 中部地方における過去の大災害の抽
出と災害内容，特徴の把握
• 巨大災害における時間軸からみた災
害の展開と対策等関連機関の整理
• 特徴的災害を取り上げたWGの発足と
時間軸から見た災害の整理
• 関連機関の連携，発災前後の対応，
危機管理等観点から見た課題抽出と対
策の協議

• 現地調査：九州豪雨
災害現地調査（中部巨
大災害対応の視点か
ら）
• 九州豪雨災害調査の
報告書の作成

• 中部におけるその他災害関連会
議の勉強会の実施(平成24年：東
海ネーデルランド高潮・洪水地域
協議会（TNT）および中部圏地震防
災基本戦略会議の活動
• 平成24年度土木学会中部支部調
査委員会に選定され，「地域の歴
史・教訓に減災を学ぶ調査研究委
員会」（委員長：辻本哲郎）の活動
と連携

中部建設協会による過去の巨大災
害のアーカイブズ事業との連携

• 次世代技術者の育成：名大
祭における学生フォーラムの
開催と事前勉強会の実施
• 次世代技術者の育成：名古
屋工業大学における防災課
題に関する実習の実施

国際フォーラムへの参加

関西支部

東南海・南海地震
南海トラフ巨大地震
都市直下型地震
豪雨（土砂災害・斜面崩壊）
豪雨（内水・外水氾濫）

• 東北地方太平洋沖地震津波に関する
調査研究
• 関西支部タスクフォースと既存幹事会
と整合性に関する検討

• 国土交通省近畿地方整備局との
協力体制に関する検討

災害データベースの構築に関する
検討（ブレーンストーミング）

基礎自治体への専門知識提
供のための環境整備に関す
る検討

• 市民向け見学会の開催
・市民フォーラムの開催

中国支部

豪雨・豪雪
直下型地震
海溝型地震
噴火
その他

• 中国地方の災害ポテンシャル
• 庄原豪雨災害を例とした連鎖相関図
• 山陰地方の豪雪災害を例とした連鎖
相関図
• 防災マップ演習の結果をもとにした、
災害リスクの提示方法・議論方法の検
討

災害関係の論文のデータベース作
成

 学生による街の防災マップ作
成演習（「街コン！？防災マッ
プ作成演習」）

「安全な国土への再設計」支部タスクフォースの活動内容のまとめ



四国支部
南海トラフ巨大地震
豪雨による水害・土砂災害（台風災害）

• 実施体制の検討、整備
• 四国支部の具体的取り組みに関する
検討
・BCP推進などを通した大規模災害時
の危機管理体制の構築
・防災技術の開発
  (津波からの避難のための対策， 沿岸
部の地震動・液状化・津波による複合災
害対策， 甚大な斜面災害発生時の早
期道路啓開技術等)

超広域・複合災害時の
現地調査の広域連携

・四国地震防災基本戦略との連携
• 四国防災研究センタ一連携協議
会との連携(第２項目と第３項目)

四国災害アーカイブス事業の運営と
充実への支援

危機管理人材の育成事業の
展開

四国災害アーカイブス事
業のＰＲ活動の展開

西部支部
地震
豪雨
噴火

• 西部支部タスクフォースの活動方針に
関する議論
• 福岡県以外での各県部会の設立

• 防災・災害アーカイブシステム構築
に関する議論
• パイロットプロジェクトしての福岡県
部会でのアーカイブ構築作業開始
• 各県部会でのアーカイブ構築
• 各県部会のアーカイブを統合した
九州防災・災害アーカイブの構築作
業推進

• アーカイブを活用した広
報活動の展開の検討（及
び推進）



 
 
 
 

【本部メンバー】「安全な国土への再設計」支部連合 

役職 氏名 勤務先 

代表 林 良嗣 名古屋大学 

副代表 甲村 謙友 （独）水資源機構 

総括幹事長 佐藤 愼司 東京大学 

幹事長 木俣 順 中央復建コンサルタンツ（株） 

幹事長代行 小高 猛司 名城大学 

幹事 塚原 健一 九州大学 

事務局 大西 博文 (公社)土木学会 専務理事 

事務局 片山 功三 (公社)土木学会 事務局長 

事務局（担当） 山田 郁夫 (公社)土木学会 調査役 

事務局（担当） 宮越 優 (公社)土木学会 

事務局 竹田 廣 (公社)土木学会 課長（会員・支部部門） 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 杉原 克郎 清水建設（株） 

 



「安全な国土への再設計」支部連合

代表 林 良嗣（名古屋大学）

土木学会全国大会 研究討論会

ポスト東日本大震災時代における「安全な国土」とは
－地震・津波対策だけで地域／社会を守れるのか－

平成24年9月7日

1

市民・企業

国土のユーザー
意識高揚

土木学会
国土のデザイナー集団

再設計統合技術の方向性

「安全な国土への再設計」プロジェクト

調査研究から国民的運動へ

目的
安全な国土への再設計

支部を主体とした活動展開と社会貢献

プロジェクト推進：「安全な国土への再設計」支部連合

2

・「連動現象－分野連携ダイアログ（連携ダイアログ）」
を通じた分野を超えたメカニズム解明

・ハザードマップ連関マップによる対応策の検討
・防災アセスメント

地震動

構造物

地 盤

産 業

交 通

河川・海岸

環境システム

コミュニティ

国土・地域計画

連動現象－分野連携
ダイアログ

「安全な国土への再設計」支部タスクフォース
土木学会支部（主）・国土交通省地方整備局（副）

3

目標

手段 インフラ
（整備）

土地利用
（転換）

×
=安全度ハード

ソフト 避難誘導対策・継続的訓練

安全度 70
（レベル1津波では人的被害ゼロ）

※安全度 100
（レベル2津波で

も人的被害ゼロ）

安全な国土

仕掛け

学会
学

民

官

市民

企業

自治体国

「安全な国土への再設計」支部タスクフォース

御上

安全度

100

70

30

1980 20502012

ハード

ソフト

目標安全度のロードマップ

2050年

従来

今後

4



1)過去の災害履歴の調査とデータベース化

2)巨大災害高リスク地区の洗い出し

3)災害別の連動現象メカニズムの整理

4)自治体のハザードマップ・防災計画作成の
科学的支援，

5)災害アセスメントの制度化と実施の支援

6)再設計を担う次世代の人材育成

5

活断層マップ

災害史マップ

統合
データ
ベース

尾府名古屋図（宝永6年）
写真，
周辺詳
細情報

行政
エンジニア

地域の
コミュニティ

多様な利用に基づく
システム改良

システムの普及と
技術移転

インフラ
デザイナー

研究者
津波，地盤，

・・・

都市計画者

多分野間で共有
できるプラット
ホーム

分析結果
のフィー
ドバック

液状化マップ

津波マップ

行政，市民

連
携

安全な国土
再設計の

実践

安全な国土
の研究の

進展

次世代技術
者（学生）の

育成

6

海底地盤変状
海面変動

津波の伝
播

防潮施設の被災

市街地・生産地への浸水

地盤の液状化・流動化

避難 溺死

圧死

地中埋設物の浮
上

広域地盤沈降

交通網の寸断

インフラ・構造物の被害自然現象

生産活動の被害

物流・人流停滞

船舶係留

木材・貨物の蔵置

斜面・盛土の被災

斜面崩壊・地滑り

防潮施設を越流

断層運動およびそれに伴う強震動・長時間震動

社会現象

構造物の被災
(住居/生産/交通)

漂流物発生

人的被害

生産活動停滞ガレキ発生

堤防を越流河川堤防の被災

河川遡上

従業地分布

事業所分布

居住地分布

7

少子高齢化

市街地
スプロール

経済の鈍化

公共投資
評価の不備

社会的背景

経済的背景

政府・自治体の
ガバナンス機能

避難・指揮系
統の不備・不

全

都市・地域の
脆弱化

自助・共助力
の低下

不適切な土
地利用

インフラの多
重性・頑健

性・冗長性の
不足

直接被害

人的被害

物的被害

住宅・サービ
ス施設の被

害

インフラの被
害

生産施設の
被害

波及被害

生活水準
低下

避難生活

復旧

生産水準
低下

自然環境
被害

複
合
自
然
現
象

被災前 被災後災害
現象

8



中部圏戦略会議

南海トラフ巨大地震の被害想定－中央防災会議（2012.8）

１．「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」策定の試み
２．３つのモデル地区における地域防災計画 ・都市計画

マスタープラン

参考 「津波防災地域づくりに関する法律」(2012.12)

9 10

既存開発施設既存開発施設

新規開発事業新規開発事業

重要施設重要施設 ストレステスト

不適格事業を排除

一般施設一般施設 既存不適格施設

改善命令／指示

更新を待って改善

・環境アセスメントに習った新しい戦略・事業評価概念

・自然災害に対する地域の緩和・適応能力を強化

・インフラや建築物が地域の防災水準を満たすか否かの
チェック

11

レベル1の
津波

レベル2の
津波

【被災地域区分】

【アセス対象】

第一種耐津波地域 第二種耐津波地域

50年に一度 500年に一度

一般施設

立地禁止 条件付立地可※2 条件付立地可※2 立地可
【立 地 可 否】

新規 既存

重要施設※1

不適合 適合

ストレステスト の実施

想定外力（津波の場合）

※１：学校・病院・役所、基盤交通施設など
※２：避難路、津波避難ビルの整備、施設の高台移転などが条件

重要施設※ 1 一般施設

分野を超えたメンバーで社会的な認知度の向上にむけての根本的な
課題を明確にして，その解決策を検討する。

土木の社会における役割や歴史を市民に理解してもらい，市民の参加
や市民への発信を常に念頭に置いて事業を行う。

次代の土木を担う人材を集め，育成するための教材となるような事業
を行う。

東日本大震災に対して，土木技術者がどのように向き合うか，被害か
らの教訓を今後の土木事業にどのように活かすかといった示唆を現世
代の技術者が共有する。

１

２

３

４

12



パネルディスカッション

支部連合 代表 林 良嗣 （名古屋大学 ）（コーディネータ）

支部連合 副代表 甲村 謙友 （（独）水資源機構 ）

北海道支部TF 萩原 亨 （北海道大学 ）

東北支部TF 奥村 誠 （東北大学 ）

関東支部TF 田地 陽一 （清水建設）

中部支部TF 辻本 哲郎 （名古屋大学 ）

関西支部TF 米田 望 （京都大学）

中国支部TF 一井 康二 （広島大学）

四国支部TF 板屋 英治 （愛媛大学）

西部支部TF 塚原 健一 （九州大学）

災害アーカイブ担当 柴崎 亮介 （東京大学） 13 14

１）各地区の重大災害を引き起こす危険箇所を示す
２）災害連鎖のメカニズムを解明する（図化する）
３）災害アーカイブを蓄積していく
４）TFで作成するハザードマップを使って，災害アセスメントを

実施するプロセスを作り上げる
５）次世代技術者を育てる（活動に巻き込む）

＜第１ラウンド＞
１），２），３）、５）を語って頂く。各支部TFごとに，PPTを用いた
7分間のプレゼンを中心に，支部ごとに異なるユニークなアイデア，
流儀，実施内容を紹介して戴く。

＜第２ラウンド＞
４）について、語って戴く。

支部TFの活動の具体例



 

 

北海道支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

役職 氏名 所属等 

座長 萩原 亨 北海道大学教授 

副座長 森田 康志 北海道開発局事業振興部長 

幹事長 高松 康廣 札幌市建設局雪対策室長 

委員 木村 克俊 室蘭工業大学教授 

委員 高橋 渡 北海道開発局事業振興部防災課長 

委員 瀧川 雅晴 北海道建設部道路課主査 

委員 川村 力 JR 北海道工務部工務課グループリーダー 

委員 早野 亮 ドーコン防災保全部長 

委員 今  尚之 北海道教育大学教授 

委員 原口 征人 北海道開発技術センター企画部主任研究員 

 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 これまでの北海道における災害に関する資料収集・整理 

 特に、北海道特有（地震・津波時における流氷の打ち上げ、樋門の凍結など）の災害 

 災害情報に関するアンケート調査もしくはヒアリング 

(2) 会議等の開催 

【平成 23 年度】 

会議名称等 開催日時 開催場所 議題⇒結論 参加者数

第１回会合 H23.12.21 北海道大学 

・支部 TF 設置 

・本部 PF 第 1,2 回会合報告 

・今年度の活動 

  ⇒災害に関する資料収集 

・H24.03 震災シンポ 

8 名 

第２回会合 H24.01.30 北海道大学 

・北海道道路管理技術センター打合せ 

  ⇒道路管理技術委員会の報告書類 

  ⇒支部 TF との共有化の可否 

・今後の取り組み 

  ⇒災害情報整理作業を外注 

10 名 

第３回会合 H24.03.01 北海道大学 

・災害情報ヒアリング結果報告 

・日本技術士会の取り組み 

  ⇒技術士会との協力 

・東日本大震災シンポ 

・今後の取り組み 

  ⇒地域の活動団体などの調査 

10 名 

第４回会合 H24.03.27 北海道大学 

・東日本大震災シンポ参加報告 

・次年度の取り組み 

  ⇒地域の防災力の向上にむけて 

10 名 

－平成 24 年度の会議等の開催状況について次頁－ 

 

 



 

 

【平成 24 年度】 

会議名称等 開催日時 開催場所 議題⇒結論 参加者数

H24 第１回 

委員会 
H24.06.08 北海道大学

・今年度の活動 

  ⇒DB をもとにヒアリング 

  ⇒関係団体へ TF から情報発信 

・日本環境共生学会地域シンポ 

・萌志会（二世会） 

  ⇒地域の活動団体との連携 

9 名 

H24 第２回 

委員会 
H24.08.31 北海道大学

・本部 PF 第 4 回会議報告 

・支部 TF の活動の方向 

  ⇒災害情報のリンク 

⇒地域の防災力の向上にむけて 

・本部 PF 第 5 回会議 

8 名 

H24 第３回 

委員会 
H24.10.05 北海道大学

・本部 PF 第 5回報告 

・支部 TF の活動の方向性 

  ⇒DB の活用 

・平川先生との連携 

  ⇒技術士会、地盤工学会等との連携 

9 名 

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 収集・整理した災害履歴のデータベース化に関する検討 

 平川先生（北海道大学名誉教授）に対する津波堆積物等の研究に関するヒアリング 

 二世会（萌志会など）や市町村などの関係団体への情報の発信 

 

＜平成 25 年度以降＞ 

 収集・整理した災害履歴のデータベースの拡張 

 平川先生から土木技術者への津波堆積物等の講習会（講義・研修）など 

 二世会（萌志会など）や市町村などの関係団体との関係構築(継続) 

 



北海道における災害とその防止対策に関する
データベースの構築

－火山災害の事例－

土木学会北海道支部TF 発表者 萩原 亨

•目的
– 北海道の過去の研究成果、行政資料、古文書を関係機関から収

集し、災害発生履歴とその被害および対策に関するデータベー
スの構築作業を進めている。

– 北海道の特徴的な災害として火山災害および
火山災害を防ぐための社会基盤整備の取組に
ついて紹介する。

– 渡島大島、有珠山、樽前山
1安全な国土への再設計、2012

※気象庁ホームページより

北海道の活火山

６

※気象庁ホームページより

１．渡島大島の噴火による津波

【噴火活動の記録】
１７４１年（寛保元年）８月２７日 寛保岳大噴火

噴火翌日に津波が発生し、対岸の熊石から松前にかけて、
死者１，４６７人を出す。

（津波の原因） ①噴火による山体崩壊による説
②低周波地震による説

＜渡島大島＞
位置 ： N41.30.35 E139.22.02
標高 ： ７３２ｍ（江良岳）
面積 ： ９．７３ｋｍ２

※日本最大の無人島

５

年代 休止期間
前兆地震
継続期間

噴火地点 噴火物など 生じた山体 主な災害

寛文噴火
１６６３（寛文３）

３日 山頂 火災サージ、降灰
溶岩ドーム
（小有珠）

降灰により家屋焼失し死者５名

先明和噴火
１７世紀末

不明 不明 火災サージ、降灰 ？ 詳細不明

明和噴火
１７６９（明和５）

不明 山頂 明和火砕流、降灰 ？ 火砕流による家屋火災

文政噴火
１８２２（文政５）

３日 山頂 文政火砕流、降灰
潜在ドーム
（オガリ山）

火砕流により集落全焼し集落移
転
死者１０３明、負傷者多数

嘉永噴火
１８５３（嘉永６）

１０日 山頂 嘉永火砕流、降灰
溶岩ドーム
（大有珠）

事前避難により死傷者なし

１９１０年噴火
１９１０（明治４３）

６日 北麓 熱泥流、降灰
潜在ドーム
（明治新山）

熱泥流により死者１名
降灰により山林・耕地に被害

１９４４年噴火
１９４３～４５（昭和１８～２０）

６ヶ月 東麓 火災サージ、降灰
溶岩ドーム
（昭和新山）

降灰により幼児１名窒息死
地殻変動により山林・耕地に被
害

１９７７～１９７８年噴火
１９７７～１９７８（昭和５２～５３）

約３２時間 山頂
火災サージ、

降雨型泥流、降灰
潜在ドーム
（有珠新山）

降雨型泥流により死者・行方不
明者３名、降灰・地殻変動・泥流
により被害多数

２０００年噴火
２０００（平成１２）

約４日間 北西麓
火災サージ、
熱泥流、降灰

潜在ドーム
事前避難により死傷者なし
地殻変動・熱泥流・噴石により、
道路・建物に被害

※「有珠山の砂防」パンフレットより（北海道室蘭土木現業所）

約30年

約70年

31年

57年

33年

32年

22年

52年

２．有珠山 噴火の歴史

７



道路沿いに泥流が流れた

緩衝空間＝0ha泥流氾濫面積＝約27ha

有珠山 1978年10月24日泥流の流下範囲

10

有珠山は，近年周期的に噴火が生じている．1977年の噴火では，砂
防施設が整っていなかったこともあり，温泉街とその周辺の道路沿い
に泥流が流れ，大きな被害をもたらした．2000年4月に再び有珠山
が噴火したが，この時の熱泥流流下範囲は，1977年の噴火後に整備
された砂防施設によって限定されたものとなった．

砂防施設が整備された

西山川

小有珠川

小有珠右の川

緩衝空間＝57.4ha

有珠山 2000年噴火前

11

西山山麓火口群

金比羅山麓火口群

砂防施設が被害を最小限にとどめた
裸地と泥流流下範囲＝約135ha

有珠山 2000年4月の熱泥流流下範囲

12 ※「有珠山の砂防」パンフレット（北海道室蘭土木現業所）より

洞爺湖

有珠山 砂防施設配置

16



３．樽前山 主な噴火の歴史

※数値はマグマ相当の噴出堆積

18

有珠山の東側に位置する樽前山には，大噴火の歴史がある．1600年代と
1700年代に非常に大きな噴火があり，これに基づいて火山防災マップ（ハ

ザードマップ）や砂防施設の整備が進められている．有珠山と異なり，近年
噴火による大きな被害は出ておらず，過去の大噴火を反映した予防的な防
災対策と位置づけられる．

樽前山 火山防災マップ（ハザードマップ）

樽前山 砂防施設＜錦多峰川２号遊砂地＞

まとめ

•北海道において大きな被害をもたらす火山災
害とその対策についての事例をまとめた。

– 火山の噴火特性により、かなりの長期的な時間間
隔で噴火するものと、短い間隔で噴火するものと
がある。

– それらに対応する対策は大がかりなものとなり、
長期的な視点と計画によって対策が継続的に実施
され続ける必要がある。

•今年度の北海道支部TFは、このような北海道におけ
る大規模な災害に関する事例を集め、GISを踏まえた
データベース化することを目指している。

12安全な国土への再設計、2012



 

 

東北支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

No 役 職 氏 名 所属 備考（現委員等） 

1 座長 真野 明  東北大学 合同調査委員会委員長 

2 副座長 鈴木 基行 東北大学 合同調査委員会副委員長 

3 副座長 森 吉尚 東北地方整備局 支部商議員 

4 幹事長 風間 基樹 東北大学 合同調査委員会副幹事長 

5   飛田 善雄 東北学院大学 合同調査委員会副委員長 

6   千葉 則行 東北工業大学 合同調査委員会副委員長 

7   金内 剛 東北建設協会 合同調査委員会副委員長 

8   加賀谷 誠 秋田大学 合同調査委員会副委員長 

9   田中 礼治 東北工業大学 合同調査委員会副委員長 

10   相羽 康郎 東北芸術工科大学 合同調査委員会副委員長 

11   京谷 孝史 東北大学 合同調査委員会幹事長 

12   久田 真 東北大学 合同調査委員会幹事長 

13   中村 晋 日本大学 合同調査委員会第１部門統括 

14   田中 仁 東北大学 合同調査委員会第２部門統括 

15   奥村 誠 東北大学 合同調査委員会第４部門統括 

16   後藤 光亀 東北大学 合同調査委員会第７部門統括 

17   加納 実 鹿島建設東北支店 合同調査委員会第６部門統括 

18   島村亜希子 前田建設東北支店 本部企画委員会幹事 

19   成田 昌規 青森県県土整備部 合同調査委員会第６部門幹事 

20   松橋 久光 秋田県建設交通部 土木学会東北支部幹事 

21   菊池 一彦 岩手県県土整備部 合同調査委員会第６部門幹事 

22   井上 和則 山形県県土整備部 土木学会東北支部幹事 

23   遠藤 信哉 宮城県土木部 合同調査委員会第６部門幹事 

24   遠藤 光一 福島県土木部 合同調査委員会第６部門幹事 

25   小幡 勝雄 仙台市都市整備局 合同調査委員会第６部門幹事 

26   村野清一郎 東北電力 合同調査委員会第６部門幹事 

27   森崎 耕一 ＮＥＸＣＯ東日本 合同調査委員会第６部門幹事 

28   烏 一男 ＪＲ東日本仙台支社 合同調査委員会第６部門幹事 

29   遠藤 敏雄 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会東北支部 合同調査委員会第６部門幹事 

30   早坂 功 東北地質調査業協会 地盤工学会東北支部監事 

  事務局 千田 喜美 土木学会東北支部   

  事務局 千葉 秀樹 東北地方整備局 合同調査委員会第６部門幹事 

 

 

 

 



 

 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 東北支部は東日本大震災において被災地であり、すでに東日本大震災に関する東北支部学

術合同調査委員会（（公社）土木学会東北支部，（公社）地盤工学会東北支部，（公社）日

本地すべり学会東北支部，（社）東北建設協会，（公社）日本コンクリート工学会東北支部，

（一社）日本建築学会東北支部，（公社）日本都市計画学会東北支部）を設置しており、調

査や復興に関する活動を広く実施いている。東北地区においては支部学術合同調査委員会に

よる調査・復興活動に傾注する必要があること、本活動の成果そのものが今後の安全な国土

への再設計に関する基本なるものであることから、当面はタスクフォースメンバーと支部学

術合同調査委員会の活動をもって支部のタスクフォース活動とした。 

なお、東北支部学術合同調査委員会が解散の後は、支部タスクフォースが活動を継続する。 

 

主な活動 

 東日本大震災における災害に関する調査 

 被害状況等の報告会の実施 

 東日本大震災における復興に関する専門的なアドバイス等 

(2) 会議等の開催 

【平成 23 年度】 

会議 

会議名称等 開催日時 開催場所  

第 1 回 H23.04.13 仙台国際センター  

第 2 回 H23.04.28 ホテルウェスティン仙台  

第 3 回 H23.07.01 ホテルウェスティン仙台  

第 4 回 H23.09.02 ホテルウェスティン仙台  

第 5 回 H23.11.04 ホテルウェスティン仙台  

第 6 回 H23.12.21 東北大学  

第 7 回 H24.01.18 東北大学  

第 8 回 H24.02.15 東北大学  

 

報告会 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加人数

東日本大震災に関する東北支部学

術合同調査委員会 第一次報告会 
H23.04.28 仙台国際センター 850 名 

東日本大震災に関する東北支部学

術合同調査委員会 第二次報告会 
H23.07.01 ホテルウェスティン仙台 520 名 

東日本大震災に関する東北支部学

術合同調査委員会 第三次報告会 
H23.09.02 ホテルウェスティン仙台 450 名 

東日本大震災に関する東北支部学

術合同調査委員会 第四次報告会 
H23.11.04 ホテルウェスティン仙台 350 名 



 

 

 

【平成 24 年度】 

会議名称等 開催日時 開催場所  

第 9 回 H24.04.18 東北大学  

第 10 回 H24.05.16 東北大学  

第 11 回 H24.06.18 東北大学  

第 12 回 H24.07.11 東北大学  

第 13 回 H24.08.21 東北大学  

第 14 回 H24.09.12 東北大学  

第 15 回 H24.10.10 東北大学  

第 16 回 H24.11.21 東北大学  

第 17 回 H24.12.  東北大学  

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 報告書関する検討 

 報告会に実施 

東日本大震災に関する東北支部学術合同調査委員会 最終報告会 

平成 25 年 3 月 21 日 仙台市（情報・産業プラザ） 

 

＜平成 25 年度以降＞ 

今後、審議予定である。 

 

 



「安全な国土の再設計」
東北支部TFの活動方針

東北支部 幹事長

奥村 誠
mokmr@m.tohoku.ac.jp

（東北大学災害科学国際研究所）

土木学会24年度全国大会
安全な国土の再設計支部TF
研究討論会（2012.9.7）

東日本大震災と東北支部
東日本大震災：岩手・宮城・福島等の被災
大震災の解明・反省なしに，次の災害の可能性・備え
を議論できない．
大震災の間接被害は，今なお進行中でもある．

本年度中は，大震災の被害調査に専念
8学協会東北支部合同による「東日本大震災支部学術
合同調査委員会」をTFとして登録
報告書を執筆中，3月に最終報告会を予定（仙台）

震災の被害に関わる各種の資料の収集と保存

来年度以降，技術者への還元活動・市民へのア
ウトリーチ活動への展開を進めたい
技術者向けの被害事例アーカイブを作りたい
市民向けは，100周年記念事業と関連させて進めたい

東北支部学術合同調査委員会
• 平成23年3月23日に立ち上げ（真野委員長，京谷幹事長）

• 7学協会の東北支部の参加
– 公益社団法人土木学会東北支部

– 公益社団法人地盤工学会東北支部

– 社団法人日本地すべり学会東北支部

– 社団法人東北建設協会

– 公益社団法人日本コンクリート工学会東北支部

– 社団法人日本建築学会東北支部

– 公益社団法人日本都市計画学会東北支部

• 土木のI～VII部門＋建築・都市計画 総勢60名
• 平成23年度：合同現地調査(3)，委員会(月例)，報告会(4回)
• 平成24年度：委員会(月例)，報告書執筆，最終報告会(25.3)

東日本大震災の災害連関図
(津波の人的被害に至る部分)

設備停止 影響 津波フラッシュ

Mw9.0
巨大地震
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道路上に多
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破壊

テレビ
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警察・自主
防など
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原子炉
冷却電源

非常電源
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東日本大震災の災害連関図
（被災後の間接被害部分)

災害・土木技術の現場性
災害は，自然災害ハザードと人間・社会の相互
作用として起こる．

同じようなハザードでも，細かな自然条件は異なる

地域ごとの人間・社会のあり方が異なる

災害の進展や影響は，地域・時代で異なる．

東日本大震災でうまくいった事例をそのまま真似ても，
次の災害に有効に働くとは限らない．

異なる条件を持つ事例を集めても，一般解が得られ
るか，マニュアル化できるかは疑問

災害経験を踏まえつつ，地域ごとに条件を整理
し，有効な対策を個別に検討する必要がある
地域ごとにＴＦで活動を進めるという方法しかないであろう．

将来の「技術者の学び」のために

現在わからないことも将来解明される可能性

震災に直面した世代として,次世代に残す義務

「現物」を将来に残すことの意義は大きい

傷や変形から，外力を逆推定し，破壊メカニズム
が明らかになる可能性もある

現地の感情への配慮から,現実には難しい

現場資料の散逸を防ぎ，アーカイブ化する

復旧工事資料中の破壊箇所写真，実測図面など

来年度以降，学会員の閲覧，利用の仕組みを検
討

市民アウトリーチへの応用
「インフラ復旧・歴史探索システム」

東日本大震災で，市民が当たり前に使っていた交通,
通信,電気,ガス,上下水道のライフラインが途絶した

ライフラインの構築と復旧が，土木技術に支えられている
ことを認識していただくチャンス

早期復旧に役立った工夫や技術のアピール

設計上の工夫で壊れなかったところのアピール

公共施設の水道蛇口の周囲に，I‐phone，スマホ用の
2次元バーコードを設置する
ダムから蛇口までの経路図に震災時復旧日を表示

施設の破損，復旧工事の写真を表示

壊れなかったところ，早く直せた所の工夫・技術がわかる

近代土木100年の中で,各区間の竣工日を重ねて表示
震災後の復旧過程が,インフラ整備の歴史の追体験に



 

 

関東支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

役職 氏名 所属等 

座長 山田  正 中央大学理工学部都市環境学科 

副座長 石橋 良啓 国土交通省関東地方整備局 
 9/17 より、金尾前企画部長と交代 

幹事長 平野 廣和 中央大学総合政策学部 

委 員 大沼 克弘 国土交通省関東地方整備局 

宇根 寛 国土地理院 関東地方測量部 

横溝 良一 東京都建設局 

友田 勝己 横浜市道路局 

土屋 信行 公益財団法人 えどがわ環境財団 

柏崎 泰男 江戸川区危機管理室 防災危機管理課 

板橋 亮太 江戸川区土木部 計画課 

清田 光晴 江東区土木部水辺と緑の課 

富田 真衣 江東区土木部道路課 

舟川 敦昭 墨田区都市整備部 道路公園課 

滝尻  敦 墨田区都市整備部 道路公園課 

福井 敏夫 台東区都市づくり部道路管理課 

井上 知美 台東区都市づくり部道路管理課 

大川 忠広 文京区土木部管理課 

白杉 将和 文京区危機管理室防災課 

香月 智 防衛大学校システム工学群建設環境工学科 

佐藤 尚次 中央大学理工学部都市環境学科 

杉山 太宏 東海大学工学部土木工学科 

谷下 雅義 中央大学理工学部都市環境学科 

西川 肇 新疆大学 

落合 実 日本大学生産工学部 

佐藤 愼司 東京大学大学院社会基盤学専攻 

丸井 英明 新潟大学 災害・復興科学研究所 

矢代 晴実 防衛大学校システム工学群建設環境工学科 

多田 毅 防衛大学校システム工学群建設環境工学科 

今村 幸一 首都高速道路（株）保全・交通部点検・保全計画グループ 

永井 弘一 関東鉄道協会（小田急電鉄（株） 工務部） 

亀山 勝 東京地下鉄（株）鉄道本部鉄道統括部 

堀江 雅直 東日本旅客鉄道（株）東京工事事務所開発調査室 

三石 晃 東日本高速道路（株）関東支社技術企画課 

忽那 幸浩 
中日本高速道路（株）東京支社環境・技術管理部環境・技術チー

ム  

猪股  渉 東京ガス（株）防災・供給部 防災・供給グループ 

原田 光男 
東京電力（株）建設部土木・建築技術センター 

原子力設備管理部 兼務 スペシャリスト 

多田 康一郎 電源開発（株）技術開発センター茅ヶ崎研究所土木技術研究室 

渡部 芳和 （株）IHI プラントセクター プラント設計部土建グループ 

金尾 光志 日本橋梁建設協会 （（株）東京鉄骨橋梁営業本部リブリ推進室）

喜多 直之 （株）大林組土木本部生産技術本部設計第一部設計第二課 

砂坂 善雄 鹿島建設（株）土木設計本部構造設計部 

伊藤 一教 大成建設（株）技術センター土木技術研究所水域・環境研究室 

清水 英樹 
前田建設工業（株）土木事業本部土木設計・技術部技術開発グル

ープ 



 

 

 

役職 氏名 所属等 

委 員 
若狭 聡 

建設コンサルタント協会（パシフィックコンサルタンツ株式会社

国土保全事業本部） 

金子 光夫 建設コンサルタント協会（（株）建設技術研究所東京本社防災室）

事務局 峯岸 邦夫 日本大学理工学部 (関東支部副幹事長) 

丸山 昌宏 国土交通省関東地方整備局企画部企画課 

長谷川 章治 国土交通省北陸地方整備局企画部 

石田 和典 国土交通省 北陸地方整備局 企画部 

田地 陽一 清水建設（株）技術研究所総合解析技術センター 

小熊 正実 土木学会関東支部 事務局長 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 

 

福田 敦 支部長（日本大学理工学部） 

大嶋 匡博 副幹事長（大成建設（株）） 

佐藤 有治 副幹事長（大成建設（株）土木営業本部首都圏第二営業部 ） 

髙橋 秀和 前関東支部長（清水建設（株）） 

 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 TF 活動内容に関するフリーディスカッション。 

 関東地方（新潟含む）における過去の自然災害の発生履歴の調査、東日本大震災の被害状

況とりまとめ、モデル地域を対象とした自然複合災害の課題抽出、対策検討、などを目的

に、以下の 6つの WG を設置し活動を開始 

WG1 関東地方における自然災害発生履歴や東日本大震災の被害状況のまとめ、社会インフ

ラを担う企業の自然複合災害に対する取り組み状況の調査 

WG2 モデル地域における自然複合災害の課題検討 

 WG2-1 首都圏の低平地（江戸川区、江東区、墨田区、台東区、文京区） 

 WG2-2 京浜地区（鶴見川流域） 

 WG2-3 新潟山古志村を中心とした地域（土砂災害をターゲット） 

 WG2-4 東日本大震災において津波被害を受けた地区（千葉県旭市） 

WG3 提言とりまとめ 

次世代技術者の育成：WG に学生（中央大、東海大）を参画させ、卒論などの研究テーマに

位置づけ活動 

(2) 会議等の開催 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加者数

第 1回関東支部 TF 全体会議 H24.2.16 土木学会本部 21 名 

第 2回関東支部 TF 全体会議 H24.4.13 土木学会本部 35 名 

第 3回関東支部 TF 全体会議 H24.7.3 弘済会館 37 名 

第 4 回関東支部 TF 全体会議 H24.10.26 主婦会館 30 名 

WG1 第 1 回会議 H24.9.4 土木学会関東支部 10 名 

WG1 第 2 回会議 H24.10.15 土木学会関東支部 10 名 



 

 

WG2-1 第 1 回会議 H24.6.25 中央大学 20 名 

WG2-1 第 2 回会議 H24.8.30 中央大学 18 名 

WG2-1 第 3 回会議 H24.10.17 中央大学 18 名 

WG2-3 第 1 回会議 H24.8 新潟大学 6 名 

第 1回幹事会 H24.1.12 中央大学 7 名 

第 2回幹事会 H24.6.6 中央大学 11 名 

第 3回幹事会 H24.8.24 中央大学 11 名 

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 関東地方（都県+政令指定都市）、新潟県を対象に、自然災害履歴を調査する。 

 東日本大震災における関東地方の被害、復旧状況をとりまとめる。 

 モデル地域（首都圏低平地、鶴見川流域、山古志村、旭市）を対象として、自然災害や複

合的な災害履歴、自然複合災害に対する被害想定、ならびに、ハード・ソフトによる防災・

減災対策の整備状況の調査を行う。 

 収集・整理した災害履歴のデータベース化に関する検討を行う。 

＜平成 25 年度以降＞ 

 関東地方（都県+政令指定都市）、新潟県を対象として収集した自然災害履歴データをとり

まとめる。 

 モデル地域（首都圏低平地、鶴見川流域、山古志村、旭市）を対象に、自然災害や複合的

な災害履歴、自然複合災害に対する被害想定、ならびに、防災・減災対策の整備状況調査

の結果等をとりまとめる。 

 各 WG で収集した自然災害や複合的な災害履歴、自然複合災害に対する被害想定などのデー

タベース化を行う（継続）。 

 減災および復旧・復興に向けた社会インフラの取り組みへの提言をとりまとめる。 

 



関東支部ＴＦの取り組み

田地 陽一
（清水建設）

平成24年度土木学会全国大会 研究討論会

ポスト東⽇本⼤震災時代における「安全な国⼟」とは
－地震・津波対策だけで地域／社会を守れるのか－

「安全な国⼟への再設計」⽀部連合

平成２４年９月７日

1

関東支部ＴＦの活動状況

１．メンバー
計51名（2012.8.31現在）

２．ミーティング

第１回 2012.2.16
第２回 2012.4.13
第３回 2012.7.3

ＷＧ１～３設置の確認

３．ＷＧ１～３の設置

各ＷＧによる検討
2

活動内容に関する
ﾌﾘｰﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ

検討対象:１都９県
（東京,神奈川,千葉,埼玉,茨城,栃木,山梨,群馬,新潟）

関東支部ＴＦのメンバー

3

氏名 所属 氏名 所属

山田 正 中央大学 堀江 雅直 東日本旅客鉄道（株）

金尾 健司 国土交通省関東地方整備局 三石 晃 東日本高速道路（株）

平野 廣和 中央大学 忽那 幸浩 中日本高速道路（株）

大沼 克弘 国土交通省関東地方整備局 猪股 渉 東京ガス（株）

宇根 寛 国土地理院 原田 光男 東京電力（株）

横溝 良一 東京都建設局 多田 康一郎 電源開発（株）

友田 勝己 横浜市道路局 渡部 芳和 （株）IHI

土屋 信行 公益財団法人 えどがわ環境財団 金尾 光志 日本橋梁建設協会 （（株）東京鉄骨橋梁）

柏崎 泰男 江戸川区 喜多 直之 （株）大林組

板橋 亮太 江戸川区 砂坂 善雄 鹿島建設（株）

清田 光晴 江東区 伊藤 一教 大成建設（株）

岡添 真衣 江東区 清水 英樹 前田建設工業（株）

舟川 敦昭 墨田区 若狭 聡
建設コンサルタント協会
（パシフィックコンサルタンツ株式会社）

滝尻 敦 墨田区 杉山 仁實 建設コンサルタント協会（日本工営（株））

福井 敏夫 台東区 金子 光夫 建設コンサルタント協会（（株）建設技術研究所）

井上 知美 台東区 主 峯岸 邦夫 日本大学

大川 忠広 文京区 丸山 昌宏 国土交通省関東地方整備局

白杉 将和 文京区 長谷川 章治 国土交通省北陸地方整備局

香月 智 防衛大学校 石田 和典 国土交通省 北陸地方整備局

佐藤 尚次 中央大学 田地 陽一 清水建設（株）

杉山 太宏 東海大学 経理 小熊 正実 土木学会関東支部

谷下 雅義 中央大学 関東支部長 福田 敦 日本大学

西川 肇 新疆大学
関東支部
幹事長

大嶋 匡博 大成建設（株）

齋藤 亮 首都高速道路（株） 関東支部
副幹事長 佐藤 有治 大成建設（株）

永井 弘一 関東鉄道協会（小田急電鉄（株） ） 前関東支部長 髙橋 秀和 清水建設（株）

亀山 勝 東京地下鉄（株）

＜運輸＞

＜運輸＞

委 員

役 職役 職

座 長

副座長

幹事長

副

＜建設＞

委 員

オブ
ザー
バー

＜ライフライン＞

＜製造＞

＜ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ＞

事務局

＜国・地方自治体・
ほか＞

＜大学＞

ＷＧ１～ＷＧ３の内容と活動
１．ＷＧ１

・3.11東日本大震災における関東地方の社会インフラ被害，復旧状況の

まとめ（時系列）

・関東地方における自然災害発生履歴のまとめ

・社会インフラを担う企業の自然複合災害に対する取組み状況の調査

→ 関東支部 1都９県および政令指定都市に対して

２．ＷＧ２
モデル地域における自然複合災害の課題検討
WG2-1 首都圏の低平地（江戸川区，江東区，墨田区，台東区，文京区）

WG2-2 京浜地区（鶴見川流域）

→ 水害，地震災害(液状化・津波)+これまで想定していない災害

WG2-3 新潟県山古志村を中心とした地域

→ 中山間地の土砂災害を対象

WG2-4 3.11で津波被害を受けた千葉県旭市

３．ＷＧ３
・国民に向けた情報発信のための提言書とりまとめ
4



関東地方で予想される自然災害リスク

◆ 地殻活動に起因する災害
地震（地震動，津波，液状化，火災）
火山噴火（浅間山，富士山，三宅島など）

◆ 気象に起因する災害
台風，集中豪雨による水害・土砂災害
風害（台風，竜巻），雪害，地下水変動

5

地域によって災害特性が異なる

ＷＧ１の活動 関東地方における災害履歴アーカイブ例
（火山噴火災害）

6

火山名 県 年号 被害状況

1404 噴火、周囲の緒村に被害
1410 噴火、泥流発生し死者180余り。
1897 7/8噴火、硫黄採掘施設破壊
1902 7～9月噴火し水蒸気・砂石を噴出、降灰多量。硫黄鉱山施設破壊。
1932 10/1噴火、降灰、泥流発生。河口付近で死者9名。施設破壊。
1971 12/27、噴気採取孔からの火山性有毒ガスにより死者6、山林等被害。
1976 8/3、停留した火山性有毒ガスにより登山者3人死亡。
1108 大噴火し広範囲に降灰。追分火砕流・舞台溶岩流により田畑大被害。
1532 噴火。噴出した火山灰が後に雪解けで泥流となり人家・道路に被害。
1596 噴火。噴石により死者多数。
1648 噴火。噴石物により家屋流出。
1721 噴火。噴石により登山者15名死亡。

1783
浅間山天明噴火。5～8月にわたり大噴火。吾妻火砕流・鎌原火砕流・鬼押出し溶岩流・泥
流など発生。村落埋没・火災・洪水起こる。死者1152人。噴煙による日照阻害が凶作飢饉
の一因となる。江戸の降灰30cm。浅間山麓埋没村落総合調査会に詳細な報告あり。

1909
5/31噴火。周囲に空振・降灰被害、山林火災。1941年にかけて活動続き、1911年8月15
日の爆発では噴石により死者多数。

1920 12月噴火。噴石の放出で14日に峯ノ茶屋焼失。山火事発生。

1930
1927年から活動続き、噴火繰り返す。8/20の爆発で噴出物により死者6人、農作物被害。
翌年8月にも登山者3人死亡。

1936 7/29,10/17に噴火、登山者各1名死亡。
1938 7/16噴火。登山者若干名死亡。
1947 8/14大噴火。噴石と多量の降灰により登山者11人死亡。山林火災。
1950 9/23爆発。噴石と火山灰で死者1、負傷3。山林耕地被害。
1958 11/10爆発。噴石と火山灰により数人負傷、火山火災。
1961 8～11月広範囲にわたり噴石、降灰。死者1、山林耕地被害。
2004 9/1に爆発的な噴火。降灰は福島県まで到達。

新潟焼山 新潟 1974 7/28噴火、噴煙・降灰。登山者3人噴石で死亡。
800 翌年にわたり噴火。山頂噴火で降灰多量。足柄路埋没。

864
北西山腹噴火、多量の噴出物と青木ヶ原溶岩流で人家埋没、せの海が西湖と精進湖に二
分。有史以来最大の噴火。

1707
富士山宝永噴火。12/16南東山腹で大噴火、宝永火口生成。大量の噴出物により東麓の
村で大被害。江戸にも大量の降灰（60～90cm）。

2000 低周波地震活発化。

那須岳 栃木・福島

群馬

長野・群馬

静岡・山梨

草津白根山

浅間山

富士山

火山名 県 年号 被害状況

1684 噴火、溶岩流は北東海岸に達する。地震頻発し家屋倒壊あり。

1777
1779年にかけて噴火活動続き大量の溶岩を噴出。溶岩流は東海岸に達する。有史以来最
大の噴火。

1912
1914にかけて噴火を繰り返し、中央火口丘内での溶岩流出と多数の噴石丘の生成などの
活動を行う。

1950
7/16噴火を開始し噴石・溶岩湧出、新火口丘生成。9/13には溶岩が火口縁を越えて火口
原に流出。翌年2月噴火再開、再び溶岩が溢れだし先端はカルデラ壁に達する。以後断続
的に活動、6月には特に活発で火口付近の地形が一変。

1957 10/13小爆発、新火口生成。火口付近で観光客1人死亡、負傷者多数。
1986 11/21大噴火し大量の溶岩噴出。住民全員が約1ヶ月島外へ避難。

新島 東京 886 宮塚山噴火。向山火山生成。地震頻発、房総半島で降灰砂多く、牛馬倒死多数。
1643 噴火。溶岩流出し旧阿古村全焼。山林耕地被害。
1712 山麓で噴火し溶岩海中まで流出。阿古村で泥水噴出、家屋埋没多数。

1874
北川の山中で噴火、溶岩流出し人家45戸が埋没。溶岩は北海岸に流れ込み、海中に
5000m2の新しい陸地を作る。死者1。

1940
7/12山腹と山頂より噴火。溶岩・火山段大量に噴出。死者11、負傷者20、家屋被害62。
噴火は8月まで続き、山林耕地水産被害。

1962 8/24山腹より噴火。溶岩は海流に流出。5棟焼失、耕地被害。
1983 10/3山腹噴火。溶岩流が阿古集落を埋めて住宅埋没・焼失400。
2000
1522 噴火。桑園その他山林耕地に被害。
1605 噴火。田畑に被害。
1783 噴火、火口原に新火孔生成。噴石の落下により61戸焼失、死者7。

1785
4～5月噴火し噴石・泥土を噴出。家屋ほとんど焼失。死者約140と推定され、生存者は島
外に脱出。以後50年間無人島になる。

1902
8月大爆発して中央火口丘破砕、島の中央に大火口生成。海岸や海中でも爆発が起こり
島民125人全員死亡。

1939 8/18大噴火し中央火口丘再生。溶岩を流出。島民島外に退去。

ベヨネーズ列岩 東京 1952
9月大爆発し17日に高さ数十mの新島が出現したが、23日海面下に沈下、24日調査中の
会場保安庁観測船第5海洋丸が遭難し31人が殉職。

三宅島

青ヶ島

伊豆鳥島

東京

東京

東京

東京

八丈島

東京伊豆大島

<参考⽂献>
⼒武常次,⽵⽥ 厚：⽇本の⾃然災害 500〜1995年〜2009年,⽇本専⾨図書出版,2009.7

関東地方における災害履歴アーカイブ例
（1934～1995の台風災害）
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名称 発生日 通過地域 被害地 被害概要

室戸台風 1934.9.21～22
室戸岬→近畿→佐渡島
→東北→三陸沖

全国、特に近畿地方

死者・行方不明3066、建物被害47万余り。超大型の
台風で猛烈な風と雨を伴い、大阪湾に高潮発生、阪

神地区の被害激甚。

昭和17年
16号台風

1942.8.27～29
九州西部→関門海峡西
→日本海

近畿地方以西。特に
山口県。

死者・行方不明者1158、家屋全壊3万余り。周防灘
に200年来の高潮発生し、山口県を中心に浸水家屋

13万余り。

昭和18年
26号台風

1943.9.20
高知県宿毛→中国→日
本海

西日本一帯、特に島
根、宮崎、大分

九州地方東部・四国地方西部・中国地方に風水害。
死者・行方不明970、家屋全半壊1万8400余。特に島

根県に大水害発生。

枕崎台風 1945.9.17～18
九州南部→中国→日本
海→東北→三陸沖

ほぼ全国、特に九州、
四国

死者・行方不明3756。建物全半壊・流失8万余。超大
型の強い台風で被害は広範囲に及んだが、広島県

の被害が特に激甚で同県の死者2000余にのぼる。

阿久根台風 1945.10.10～13
鹿児島県阿久根→九州
北部→山陰→日本海

西日本各地
死者・行方不明877。家屋全半壊・流失1万余。枕崎
台風に続いて西日本に大きな災害をもたらす。

カスリン台風 1947.9.14～16
関東南方海上→東方海
上 関東・東北

典型的な雨台風で関東地方に記録的な豪雨を降ら
せ、関東平野に大水害起きる。死者・行方不明

1910、家屋被害39万余。

アイオン台風 1948.9.15～17
伊豆半島→房総半島→
東北太平洋岸 関東・東北、特に岩手

死者・行方不明838、家屋全半壊・流失1万8000余。
岩手・宮城県など東北地方東部の雨量特に多く、岩

手県で大水害発生。

キティ台風 1949.8.31～9.1

八丈島→小田原市→東
京西部→熊谷市→柏崎

市→日本海
東海・関東・北日本

台風が東京を通過する時刻と東京湾の満潮時刻と
が重なったため、東京湾においてA.P.＋3.15mの高潮

発生。死者135名。

ジェーン台風 1950.9.2～4
四国東岸→神戸→若狭
湾→日本海→北海道

近畿地方以西。特に
山口県。

死者・行方不明539。家屋全半壊・流失12万余。大阪
湾・瀬戸内海東部で高潮発生し船舶被害2300隻に

及ぶ。

名称 発生日 通過地域 被害地 被害概要

ルース台風 1951.10.14～15

鹿児島県串木野→九州
→日本海→東北→三陸

沖

九州、四国、本州、特
に西日本

死者・行方不明943。家屋全半壊・流失7万余。船舶
被害約1万隻。鹿児島県および山口県山間部の被害

が甚大。

洞爺丸台風 1954.9.26～27
大隅半島→中国→日本
海→北海道西方沖

全国、特に北海道

強風により各地に被害を与えたが、北海道の被害が
甚大で、函館港で青函連絡船洞爺丸など沈没。死

者・不明者1761。

狩野川台風 1958.9.26～27

伊豆半島南端→相模湾
→東京付近→福島県→

太平洋

東日本、特に伊豆半
島

秋雨前線と相まって伊豆半島から関東地方西部・南
部に記録的豪雨を降らせ伊豆の狩野川が大氾濫。

死者・行方不明1269。

伊勢湾台風 1959.9.26～27

潮岬→紀伊半島→中部
→日本海→東北北部→

太平洋

四国・本州、特に東海
地方

超大型台風。伊勢湾に未曾有の高潮発生し、愛知・
三重県の被害激甚。死者・行方不明5098、家屋損

壊・流失15万戸余におよび近代最大の台風災害。

第二室戸台風 1961.9.16
室戸岬→阪神・京都→
若狭湾→日本海

ほぼ全国、特に近畿
地方

死者・行方不明者202、家屋全半壊・流失6万余り。
大型の風台風で室戸岬で最大瞬間風速84.5m/ｓを

記録。大阪湾に高潮発生。

昭和51年

17号台風
1976.9.8～14

長崎県→山口県西方沖
→日本海

全国、特に瀬戸内

秋雨前線と相まって小豆島山津波、長良川決壊そ
の他豪雨による甚大な被害。死者・行方不明169、家

屋損壊・流失1万余り。

平成3年
19号台風

1991.9.27～28
九州西北部→山口県→
日本海→渡島半島

ほぼ全国、特に西日
本、東北

大型の強い台風で強風被害が大きく、広範囲での停
電と農作物被害が特徴的。死者・行方不明者62、家

屋損壊・流失17万余り

平成5年
台風11号

1993.8.22～8.28 銚子市→釧路市 関東地方

東京管区気象台において日雨量として史上3位の雨
量(234.5mmを記録。谷沢川が天端高を越えて溢水、

都内各所で浸水災害発生。

<参考⽂献>
⼒武常次,⽵⽥ 厚：⽇本の⾃然災害 500〜1995年〜2009年,⽇本専⾨図書出版,2009.7
東京都建設局HP：過去の⽔害記録

http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/suigai_kiroku/kako.htm
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関東地方における災害履歴マップ（例）

災害履歴の見える化

鶴⾒川
S33〜S57の浸⽔実績
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WG2の活動 ﾓﾃﾞﾙ地域における自然複合災害の課題検討

＜新潟県＞
⼭古志村周辺
(⼟砂災害,洪⽔)

＜⾸都圏の低平地＞
江⼾川，江東，墨⽥，⽂京，台東区
(地震,⾼潮,洪⽔,液状化,噴⽕+α)

＜3.11津波被害地域＞
旭 市

(地震,津波,液状化)

＜京浜地区＞
鶴⾒川下流域

(地震,液状化,洪⽔,⾼潮,噴⽕)

WG

WG

WG

WG

技術者の連携と育成の取り組み

10

◆ 学生の研究課題として（中央大学,東海大学,新潟大学）

◆ 各区の防災計画策定に携わる若手・中堅実務者

の連携の場

ＷＧ2の活動

＜⾸都圏の低平地問題＞ ＜鶴⾒川流域における浸⽔＞ ＜⼭古志村を中⼼とした⼟砂災害＞
出典：北陸地整HP「新潟県中越地震」出典：関東地整「鶴⾒川河川整備計画H19.3」

3回の関東支部ＴＦ会議から【キーワード】

◆ どういう国であるべきか（将来ビジョン）

◆ 首都機能の維持

◆ 防災情報のあり方

◆ 防災教育（学生・子供たち）

◆ 提言先，その方法 など

3.11の被災地でもあり，⾸都東京のある関東⽀部TFは，
以上を考慮し，また選定した災害リスクの「複合災害」に
対して鋭意取り組む

11

ＷＧ３の活動

災害に対する弱点を見つけることができる人材育成

END
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中部支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

役職 氏名 所属等 

座長 辻本哲郎 名古屋大学 

副座長 田村秀夫 国土交通省中部地方整備局 企画部長 

幹事長 秀島栄三 名古屋工業大学 

 山本俊行 名古屋大学 

 谷川寛樹 名古屋大学 

 国枝稔 名古屋大学 

 庄健治朗 名古屋工業大学 

 葛漢彬 名城大学 

 武田誠 中部大学 

 小池則満 愛知工業大学 

 安田孝志 岐阜大学 

 宮島昌克 金沢大学 

 牛山素行 静岡大学 

 柄谷友香 名城大学 

 高山純一 金沢大学 

 布村明彦 関西大学 

 溝口敦子 名城大学 

 竹内礼子 駿府静岡歴史楽会 

 西岡吉弘 ㈱熊谷組名古屋支店 

 西村達也 建設技術研究所 

 風間喜章 ㈱建設技術研究所 

 金子光夫 建設技術研究所 

 川崎 康 建設技術研究所 

 成瀬文宏 基礎地盤コンサルタンツ（株）中部支社 

 小川 博之 （株）アオイテック 

 米田 茂夫 （株）ダイヤコンサルタント中部支社 

 長谷川章治 国土交通省北陸地方整備局 企画部技術企画官  

 石田和典 国土交通省北陸地方整備局 建設専門官 

 境 道男 中部建設協会地域づくり技術研究所長  所長  

 尾中 宗久 国土交通省中部地方整備局 地方事業評価管理官 

 堀 与志郎 国土交通省中部地方整備局 総括防災調整官 

 富田直樹 国土交通省中部地方整備局 企画部建設専門官  

 玄間 忍 国土交通省中部地方整備局 企画部企画課企画第二係長 

 山田真理子 国土交通省中部地方整備局 企画部企画課主任  

 五十嵐崇博 国土交通省中部地方整備局 河川部長 

 高橋 裕輔 国土交通省中部地方整備局 河川部河川調査官 

 山内 博 国土交通省中部地方整備局 河川部河川情報管理官 

 古谷健蔵 国土交通省中部地方整備局 蓮ダム管理所長 

 久保宜之 国土交通省中部地方整備局 河川部河川計画課長 

 可児 裕 国土交通省中部地方整備局 河川部河川管理課長 

 竹内 宏 国土交通省中部地方整備局 河川部河川計画課調査第一係長 

 赤畠義徳 国土交通省中部地方整備局 河川部建設専門官 

 伊藤敏弘 国土交通省中部地方整備局 河川部河川計画課流域治水係長 

 内田 雅之 国土交通省中部地方整備局 河川部河川管理課流域水害対策係長 

 三室碧人 名古屋大学（Ｄ２） 

オブザーバ 林良嗣 名古屋大学 



 

オブザーバ 小高猛司 名城大学 

事務局 纐纈育子 中部支部 

※2012.11.1 現在 

 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 TF 会議を 4回開催(平成 24 年 1 月 4月，7月，10 月) 

 中部地方における過去の大災害の抽出と災害内容，特徴の把握 

 巨大災害における時間軸からみた災害の展開と対策等関連機関の整理 

 現地調査：九州豪雨災害現地調査（中部巨大災害対応の視点から） 

 中部におけるその他災害関連会議の勉強会の実施(平成 24 年：東海ネーデルランド高潮・

洪水地域協議会（TNT）および中部圏地震防災基本戦略会議の活動 

 次世代技術者の育成：名大祭における学生フォーラムの開催と事前勉強会の実施 

 次世代技術者の育成：名古屋工業大学における防災課題に関する実習の実施 

 平成 24 年度土木学会中部支部調査委員会に選定され，「地域の歴史・教訓に減災を学ぶ

調査研究委員会」（委員長：辻本哲郎）の活動と連携 

(2) 会議等の開催 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加者数

第一回全体会議 H24.01.12 名古屋大学 21 名 
第一回コア会議 H24.02.15 名古屋大学 8 名 
第二回コア会議 H24.04.06 名古屋大学 9 名 
第二回全体会議 H24.04.18 名古屋大学 23 名 
学生フォーラム H24.06.08 名古屋大学 90 名 
第三回全体会議 H24.07.30 名古屋大学 31 名 
第一回勉強会（TNT） H24.07.30 名古屋大学 50 名 
第三回コア会議 H24.10.02 名古屋大学 9 名 
第四回全体会議 H24.10.23 名古屋大学 24 名 
第二回勉強会(中部圏地震防災戦略) H24.10.23 名古屋大学 38 名 

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 特徴的災害を取り上げた WG の発足と時間軸から見た災害の整理 

 九州豪雨災害調査の報告書の作成 

＜平成 25 年度以降＞ 

 巨大災害における各事象の時系列整理（継続） 

 関連機関の連携，発災前後の対応，危機管理等観点から見た課題抽出と対策の協議 

 勉強会の実施（継続） 



土木学会全国大会研究討論会
ポスト東日本震災時代における｢安全な国土｣とは

中部圏が立ち向かう巨大災害
連鎖する災害プロセスとそれに立ち向かう連携

2012.9.7

中部地方巨大災害タスクフォース

中部支部TFの進め方

ＴＦメンバー（ＷＧ）←研究者＋地整（中部・北陸）をコア

（１）地域特性に応じた過去の大規模地震・風水害等 ←科学的理解

地域特性に応じて生じやすい災害の種類

おこりうる連鎖システム

外力の連鎖→さまざまな「巨大災害」シナリオ
災害の進展 さまざまなステークホルダーの関与

（２）災害の発展と対応
災害の予兆把握・予見・予測／事前措置
緊急時対応・復旧
復興

（３）地域ブロック内の多様なステークホルダーの連携

多様なステークホルダー（機関・個人）とその連携の掘り起こし
いずれは協議会型（諸機関間協定）

→Risk Assessment, Emergency Management
（４）次世代技術者育成・地域の安全とＢＣＰ構成

東
海
ネ
ー
デ
ル
ラ
ン
ド
高
潮
洪
水
地
域
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議
会
（２
０
０
６
～
）

東
海
・東
南
海
・南
海
地
震
中
部
圏
戦
略
会
議

（２
０
１
１
～
）

すでに立ち上がっている
仕組み

中部地方の天変地異を
考える会（２００６提言）

地域特性地域特性に応じた大規模災害に応じた大規模災害→実証・検証
過去の実例・想定 ←どんなリスクにどう備えるべきか？

自然条件（地理・気象）
海溝型地震 →津波 東海・東南海・南海連動地震
直下型地震 ←活断層 濃尾地震・宝永地震

火山噴火 ←火山地形 富士山噴火（宝永）

大崩壊 ←脆弱な地質（構造線） 鳶山・稗田山・大谷崩れ

土石流 天竜三六災害
豪雨 ← 東海豪雨・ゲリラ豪雨
洪水 ←沖積平野・扇状地 長良川破堤，手取川大洪水

高潮 ←ゼロメートル地帯） 伊勢湾台風
↑ スーパー伊勢湾台風

台風
H6渇水，大渇水

社会的特性
都市 ←人口・産業集積，生活スタイル
都市近郊（都市化，農業生産，ものづくり拠点）
過疎山間地（林業），漁村
交通 首都圏と関西圏の連結点（東海），アクセス難（中部山間地）

温暖化・気候変動

少子・高齢化
グローバリゼーション

→（表1）の様式で整理 ←過去の大災害の記録アーカイヴ

語り継ぎ、伝える
伊勢湾台風50年誌

災害の周年を機に過去の巨大災害を
アーカイヴしていく作業（中部建設協会）



今もいきる、濃尾地震

災害の周年を機に過去の巨大災害を
アーカイヴしていく作業（中部建設協会）

カタストロフ 災害要素（連鎖） 自然的特性 社会的特性

東南海地震 海溝型地震 プレート 大都市圏
→津波 漁村

濃尾地震 直下型地震 活断層 都市
→崩壊 脆弱地質 過疎山間地→孤立
→天然ダム

鳶山大崩壊 大崩壊 ←豪雨・地震→土石流・洪水
脆弱地質
（構造線）

S伊勢湾台風 高潮氾濫 低平地（ゼロメートル地帯）
豪雨浸水 都市型水害（ライフライン）
→洪水氾濫 ものづくり拠点・農地
→崩壊・土石流 急傾斜 山間地（林業・管理不全）

富士山大噴火 火山噴火 火山地形 交通経路・障害
→火砕流など （東京～関西）
→火山灰降下
⇔地震

災害の連鎖災害の連鎖

①外力の複合 想定可能性（シナリオ）
Double Hazard, Triple Hazard

海溝型地震・連動 →津波
直下型地震 →大崩壊・天然ダム
火山噴火・大地震
台風：洪水・高潮，土石流

②被害の連鎖 外力類型ごとの発災プロセス
被害の類型 人的被害，都市機能麻痺，．．．．．
二次災害の可能性 ←被害予測（ポテンシャル）

③災害・対応の連鎖（タイムテーブル）
予報・予知段階 ←リードタイム
発災直後 災害状況の把握・情報共有
外力解消直後 救援
復旧・被災者支援 ↑
復興 必要な機能（Emergency Support Funtions）

④対応への連携（機関・人々の関与）
平時 防災インフラ

災害対応体制，防災教育 ←防災計画 （Preparedness Plan）
予測 外力予測 対応予測，被害予測，．．． 技術向上
災害対応 避難，救援・支援
応急復旧（SWEAT） Security, Water, Energy, Access, Telecom
復旧・復興

↑ Responsible Stakeholders

防災訓練

←WHAT, THAT
（中部の取り組み）

災害の連鎖と減災対応への連携
地域の巨大災害・巨大災害の連鎖によるカタストロフィー
例：スーパー伊勢湾台風

時間軸 対応（ESF） 関係機関 NPO 住民（行動の場）

予兆

発災

施設計画・対応
危機管理計画
防災教育

台風予測
警報
避難所開設
避難勧告
（広域避難）
情報提供

救援
排水
啓開
支援物資配分
応急復旧
支援
復旧計画
復興計画

河川管理
防災機関
地方行政・学校

気象庁（気象台）
河川管理者
防災機関

地方行政・マスコミ
防災機関（消防）

医療機関
河川管理者

国交省・自衛隊
地方行政・物流

河川管理者
防災機関・医療機関・地方行政・NPO

河川管理者

様々な機関・
住民（様々な類型）
の連携

相
対
時
間
・
絶
対
時
間

現
象
や
事
態
の
進
行

広域での連携=情報共有・調整

→いくつかの対象外力に対して試作（表2）



中部の先行する取り組みに学ぶ！ TNT計画(東海ネーデルランド洪水高潮危機管理行動計画)

超過外力(巨大台風による高潮・洪水)
↓

広域大規模水害→長期水没・都市機能麻痺
（ゼロメートル地帯300km2，数十万人）

↓ 被害想定

発災前 直前の 発災後の

広域避難，緊急(垂直・近隣)避難 → 2次避難

応急復旧(締切・排水，SWEAT)
被災者支援
↑

「情報共有本部｣ 現地災害対策本部
↑

早い時点での外力来襲シナリオの予測
(1.5日前の気象庁による台風進路予測)

災害進行のプロセス＝シナリオに対応した広域避難計画

[注]
危機管理行動計画全体の流れ
の中の一部

｢フェーズ０」 広域避難
｢フェーズ１」 二次避難

エリア８

50000

エリア１

エリア２
エリア３

エリア４

エリア５

エリア６ エリア７

エリア９
エリア内で収容

エリア内で収容

エリア内で収容

25400

31700

78400

160500

5700

桑名市
川越町
朝日町

大垣市
海津市
養老町
輪之内町

津島市
愛西市
稲沢市

七宝町,美和町
甚目寺町,大治町

名古屋市
北,西,中,中村,
熱田,中川区

名古屋市
瑞穂,緑区

弥富市
木曽岬町
飛島村

名古屋市港区

東海市

・要避難者５７万人

・広域避難必要：３５万人．

・域内を９個にエリア分け．

・各エリア毎の広域避難者数



TNT計画策定への流れ
TNT作業部会の発足

現地対策本部を模擬した構成 (参加機関の実務者)

「機能」ごとの分科会の円卓
←学によりファシリテータ

←Emergency Support Function (FEMA)
全体会議での総括 ←総括ファシリテーター（United Command）

行動計画策定(基本枠組) ⇔ 机上訓練(図上訓練)
シナリオ駆動型（外力の進展プロセス）

↓
TNT協議会(機関組織長)の発足 48機関→52機関

↓
実効性の担保
←法的位置づけ，検証，訓練
→改訂

TNTに学ぶ巨大災害対応の連携組織 時間的展開と関与する機関・人（ステークホルダー）

時間軸
災害の種類による時間軸スケールの違い →精度アップした時間軸へ

地震・津波
巨大台風
山地崩壊

発災時を標準とした相対時間（例：台風上陸○時間前）
発災がいつかに依存する絶対時間（例：台風上陸時間が朝・昼・晩）

↑
現象の時間的展開（物理現象）
被害に時間的展開
対応の時間的推移 やらなければならないこと

「コア時間帯」＝予測できる時点～発災～応急復旧・・・・TNTはここに議論集中
（このコア時間帯におこることを頭に描けることが重要）

コア時間帯を含む前後
予め備える段階～コア時間帯～本格復旧・復興の段階

東海・東南海・南海地震防災中部圏戦略会議ではこのスパンで議論している．

スーパー伊勢台風の災害展開・対応に関与する様々なステークホルダー 東海・東南海・南海地震による被害・災害対応展開におけるステークホルダーの関与



ステークホルダーの類型化
防災・減災への役割（守る側）

国→地方公共団体→ →企業体 →NGO，NPO →個人
部局など役割別組織 （防災リーダー）

それぞれ何が出来るか？潜在能力は？ →個別研究課題

守られる側（自助では守る側でもある）
企業（地域）・個人（これにも類型あり）

連携の類型化
役割（Emergency Support Functions）
連携のレベル
・当たり前の連携
・当たり前だけれど難しさあり
・もともと連携が難しいなど）

連携が困難な理由→組織的課題，技術的課題 →個別研究課題

↑
巨大災害対応から見える
「Resilient な国土」のためのインフラ整備・国土管理

次世代技術者養成 ⇔ 学生の自主的な行動形態と連携
（組織を超えた）大学教育の枠組み

中部支部TFの取り組み
↑

これまでの中部の取組みの継承＝様々な大災害への独自の（視点での）現地調査
ハリケーンカトリーナ（直後，4年後），台風Ondoyによるマニラ水害など

↓
今回の九州豪雨洪水災害（2012.7）の現地調査←低平地での破堤を伴う水害

低平地での破堤
低平地の排水←クリーク
応急復旧⇔再度災
再度災害（7月3日，14日）
本川（直轄）と派川（県管理）

矢部川と沖端川・遊水地
本川と合流支川

筑後川と花月川



 

 

関西支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

役職 氏名 所属等 

座長 建山 和由 立命館大学 理工学部環境ｼｽﾃﾑ工学科 教授 

副座長 大塚 俊介 国土交通省 近畿地方整備局企画部 企画部長 

幹事長 米山 望 京都大学 防災研究所流域災害研究ｾﾝﾀｰ 准教授 

委員(PF) 佐野 郁雄 大阪産業大学 工学部都市創造工学科 准教授 

委員(PF) 川村 幸男 大阪市 建設局管理部 工務担当部長 

委員(PF) 木俣 順 中央復建ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ㈱ 計画系部門港湾政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 統括ﾘｰﾀﾞｰ 

委員(TF) 安原 達 国土交通省 近畿地方整備局企画部 企画調整官 

委員(TF) 山岡 康伸 国土交通省 近畿地方整備局企画部 防災課長 

委員(TF) 大島 義信 京都大学 大学院工学研究科社会基盤工学専攻 准教授 

委員(研究) 間瀬 肇 
京都大学 防災研究所気象･水象災害研究部門沿岸災害研究

分野 教授 

委員(研究) 重松 孝昌 大阪市立大学 大学院工学研究科都市系専攻 教授 

幹事 伊藤 直樹 
・鉄道建設･運輸施設整備支援機構 鉄道建設本部大阪支社

計画部調査課  

幹事 貝戸 清之 大阪大学 大学院工学研究科地球総合工学専攻 准教授 

幹事 髙井 久一 いであ㈱ 大阪支社陸圏部 部長 

事務局 谷 ちとせ 土木学会関西支部 

 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 東北地方太平洋沖地震津波に関する調査研究 

 関西支部タスクフォースと既存幹事会と整合性に関する検討 

 国土交通省近畿地方整備局との協力体制に関する検討 

 災害データベース構築に関するブレーンストーミング 

 

(2) 会議等の開催 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加者数

打合せ H23.12.1 土木学会関西支部会議室 3 名 

第 1回 H23.12.27 土木学会関西支部会議室 8 名 

第 2回 H24.4.27 土木学会関西支部会議室 10 名 

第 3回 H24.7.23 土木学会関西支部会議室 8 名 

 

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 東北地方太平洋沖地震津波に関する調査研究 

 基礎自治体への専門知識提供のための環境整備に関する検討 



 

 

 災害データベースの構築に関する検討(継続) 

 市民向け見学会の開催 

＜平成 25 年度以降＞ 

 基礎自治体への専門知識提供のための環境整備（継続） 

 災害データベースの構築に関する検討(継続) 

 市民向け見学会の開催（継続） 

 



安全な国土づくりに向けて

関西支部連合プラットフォームの取り組み

京都大学防災研究所

米山望

懸念される大規模災害

• 東南海・南海地震

• 南海トラフ巨大地震

• 都市直下型地震

• 豪雨（土砂災害・斜面崩壊）

• 豪雨（内水・外水氾濫）

懸念される大規模災害

• 東南海・南海地震
– 南海地震発生確率

50%(30年以内)

– 東南海地震発生確率
60%(30年以内)

震度分布(東海・東南海・南海連動地震)
中央防災会議資料より

懸念される大規模災害

• 東南海・南海地震
– 南海地震発生確率

50%(30年以内)

– 東南海地震発生確率
60%(30年以内)

建物被害分布
(東海・東南海・南海連動地震)
中央防災会議資料より



懸念される大規模災害

• 南海トラフ巨大地震
– 死者３２万３０００人，倒壊・焼失建物が２３８万６０００棟（最悪ケー

ス）

図津波の浸水分布

【ケース④「四国沖」に大すべり域を設定、堤防条
件：地震発生から３分後に破壊する】

懸念される大規模災害

• 都市直下型地震
– 上町断層帯地震(M7.6)

• 想定死者数 ：約 42,000人

• 想定負傷者数：約 220,000人

• 想定全壊家屋：約 970,000棟

• 経済的損失 ：約 74兆円

• 震災廃棄物 ：約 1.２億t

– 花折断層帯地震(M7.4)
• 想定死者数 ：約 11,000人
• 想定被害家屋：約 380,000棟
• 震災廃棄物 ：約 2,600万t

懸念される大規模災害

• 豪雨（土砂災害・斜面崩壊）

– 台風等による大量の数日間総降水量

– 斜面崩壊・土砂災害の発生

– 土砂ダムの形成，

– 下流域への大規模・甚大水害の発生懸念

– 道路崩壊，交通・物流遮断

懸念される大規模災害

• 豪雨（内水氾濫）

– 川面よりも低い位置に
ある密集市街地

– 計画降雨量60mm/時を
対象として整備されて
いる大阪市内下水道

淀川が氾濫した場合 大和川・東除川が氾濫した場合



関西支部タスクフォースの取り組み

• 災害データベースの構築／災害ポテンシャルの点検

– 既存データの集積

• 地域BCPの構築

– 地方自治体・企業の関西支部活動への参画

• 基礎自治体への専門知識の提供

– 推進計画策定への協力・助言

• 地域性の考慮

– 地方自治体の支部活動への参画

– 地方講演会の実施

– 熟練知の活用

• 市民への周知・市民の理解

– 総合学習支援

– 小中高生対象見学会

– 市民見学会

評議員会

近畿地方整備局

市民幹事会

企画・講習会
幹事会

関西支部の独自の取り組み

• 東日本東北地方太平洋沖地震による津波災害特
別調査研究委員会（委員長 間瀬肇京大教授）
を設置

– ①東北地方太平洋沖地震による津波災害実態調査の取
りまとめ

– ②想定東南海・南海地震津波に対する防災対策の現状
とその進捗率

– ③想定規模を超える場合の対策のあり方（構造物対策
・ソフト対策）

WGの成果の集約
WG横断的課題の検討

幹事会（4～6回／年）

www.civilnet.or.jp

委員会の概要

WG1
津波調査

全体委員会
（4～6回／年）

WG2
津波発生・伝播機構

WG3
陸域津波挙動予測

WG4
被災時，復旧・復興対応

WG5
平時対応

重松ほか13名

•津波災害実態調査

•津波防災対策の現状と
進捗状況

•想定規模を超える津波
に対する対策の考え方

高橋ほか8名
•発生津波規模

•既存の津波防御施設の
有効性の検討

•モニタリング項目と設備・
装置
• 津波を捉える技術

ほか

米山ほか13名
•海岸防護施設効果
•瓦礫を含む津波挙動

•底質移動と海岸構造物の
安定性
•河川遡上と橋梁被害

ほか

島田ほか16名
•災害情報収集・提供
•避難体制・避難行動

•地形・土地利用と被災状
況
•BCP
•連鎖被害，流通

ほか

辻本ほか12名
•防災教育
•土地利用
•避難施設の配置
•災害弱者の対応
•新たな給水インフラ整備

ほか

報告会
（数回／年)

WGの成果の集約
WG横断的課題の検討

社会還元／成果の発信
これまでに４回実施

以 上



 

 

中国支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 (平成２３年度) 

役職 氏名 所属等 

座長 一井 康二 広島大学大学院工学研究院 准教授 

副座長 西澤 賢太郎 中国地方整備局企画部企画調整官 

委員 小野 祐輔 鳥取大学大学院工学研究科 准教授 

委員 橋本 成仁 岡山大学大学院環境学研究科 准教授 

委員 尾崎 則篤 広島大学大学院工学研究院 准教授 

委員 中田 幸男 山口大学大学院理工学研究科 教授 

委員 柴田 俊文 松江工業高等専門学校 准教授 

委員 吉田 晋司 広島県土木局道路企画課 参事 

委員 吉岡 一郎 中国電力㈱流通事業本部 (土木計画担当）マネージャー 

委員 宗方 鉄生 西日本高速道路㈱中国支社総務企画部企画調整課長 

委員 丸山 昭義 日本建設業連合会中国支部（大成建設㈱中国支店営業部長（土木））

委員 
加藤 文教 

建設コンサルタンツ協会中国支部 
（福山コンサルタント西日本事業部技師長） 

委員 山下 祐一 ㈱荒谷建設コンサルタント 綜合技術部長 

事務局 増村 浩子 公益社団法人土木学会中国支部  

(平成２４年度) 

役職 氏名 所属等 

座長 一井 康二 広島大学大学院工学研究院 准教授 

副座長 西澤 賢太郎 中国地方整備局企画部企画調整官 

委員 小野 祐輔 鳥取大学大学院工学研究科 准教授 

委員 永禮 英明 岡山大学大学院環境生命科学研究科准教授 

委員 尾崎 則篤 広島大学大学院工学研究院 准教授 

委員 朝位 孝二 山口大学大学院理工学研究科 准教授 

委員 広瀬 望 松江工業高等専門学校 准教授 

委員 宮本 通孝 広島県土木局道路企画課 参事 

委員 吉岡 一郎 中国電力㈱流通事業本部 (土木計画担当）マネージャー 

委員 宗方 鉄生 西日本高速道路㈱中国支社 総務企画部企画調整課長 

委員 丸山 昭義 日本建設業連合会中国支部（大成建設㈱中国支店営業部長（土木））

委員 
樋野 光宏 

建設コンサルタンツ協会中国支部 
（福山コンサルタント西日本事業部） 

委員 山下 祐一 一山コンサルタント 

事務局 増村 浩子 公益社団法人土木学会中国支部  

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 中国地方の災害ポテンシャル 

 庄原豪雨災害を例とした連鎖相関図 

 山陰地方の豪雪災害を例とした連鎖相関図 

 災害関係の論文のデータベース作成 

 

 



 

 

(2) 会議等の開催 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加者数 

第１回委員会 H23.12.05 中国電力㈱小町クラブ 9 名+７名 

第２回委員会 H24.01.27 広島市まちづくり市民交流プラザ 7 名+3 名 

第３回委員会 H24.03.28 広島グリーンアリーナ 12 名+5 名 

第４回委員会 H24.08.03 中国電力㈱小町クラブ 12 名+2 名 

第５回委員会 H24.09.28 広島市まちづくり市民交流プラザ 6 名＋2名 

第６回委員会(予定) H24.12.07 中国電力㈱小町クラブ  

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 災害関係の論文のデータベース作成（継続） 

 学生による街の防災マップ作成演習（「街コン！？防災マップ作成演習」） 

＜平成 25 年度以降＞ 

 防災マップ演習の結果をもとにした議論 

 防災マップ演習の結果をもとにした、災害リスクの提示方法・議論方法の検討 

 

 



中国支部TFの活動報告

広島大学

一井康二

土木学会全国大会研究討論会
日時：平成24 年9 月7 日(金)12：40～14：40，場所：名古屋大学
ポスト東日本大震災時代における「安全な国土」とは
－地震・津波対策だけで地域／社会を守れるのか－

１）重大災害を引き起こす危険箇所を、山勘で示す
(一覧表＋重大災害可能性マップ）

２）各重大災害ごとのメカニズムを探って図化する

３）アーカイブを蓄積していく

４）TFで作成するハザードマップを使って，災害アセスを実施する
プロセスを作り上げる

５）次世代技術者を育てる（活動に巻き込む）

支部TFで進めるべきステップ（？）

【名　　簿】　平成24年度　中国支部タスクフォース

No 役　職 氏　名 所属・役職 専門分野

1 座長 一井　康二 広島大学大学院工学研究科　准教授
地盤工学
耐震工学

2 副座長 西澤　賢太郎 中国地方整備局企画部企画調整官 国土・地域計画

3 幹事長 小野　祐輔 鳥取大学大学院工学研究科　准教授 地震工学

4 委員 永禮　英明
岡山大学大学院
環境生命科学研究科准教授

環境工学

5 委員 尾崎　則篤 広島大学大学院工学研究科　准教授 水環境工学

6 委員 朝位　孝二
山口大学大学院
理工学研究科准教授

防災水理学

7 委員 広瀬　望
松江工業高等専門学校
環境・建設工学科　准教授

水文学

8 委員 宮本　通孝 広島県土木局　道路企画課参事 道路整備

9 委員 吉岡　一郎
中国電力㈱流通事業本部
(土木計画担当）マネージャー

発電工学

10 委員 宗方　鉄生
西日本高速道路㈱中国支社
総務企画部企画調整課長

交通計画

11 委員 丸山　昭義
日本建設業連合会中国支部
（大成建設㈱中国支店　営業部長（土木）

土木構造物

12 委員 樋野　光宏
建設コンサルタンツ協会中国支部
（福山コンサルタント西日本事業部長）

交通計画

13 委員 山下　祐一 一山コンサルタント 防災工学

14 事務局 増村　浩子 土木学会中国支部　事務局長

委員は支部幹事会メンバーを中心とした構成
＝＞幅広い分野，自動更新による広がり，旅費の節約

コンサルタント協会での
防災教育活動の実践

支部合同調査団への参加

整備局

インフラ

平成23年度活動内容

＜第1回TF会合＞
2011年11月5日
中国支部幹事会後に開催

・中国支部の災害ポテンシャル
（ブレーンストーミング）

・庄原豪雨災害を例とした
災害連関図の作成
（ブレーンストーミング）

＜第2回TF会合＞
2012年1月27日
中国支部幹事会前に開催

・検討成果のブラッシュアップ

＜第3回TF会合＞
2012年3月28日

・豪雪災害に関する議論

ブレーンストーミングをベースとして議論を進めることのメリット

a) 想定外の事象を防止するための試み
・・・東日本大震災の反省を踏まえている．

b) あくまでアイデア出しであり，災害に関する事実認識ではない．
・・・実際にそのような災害が

必ず発生するということではない．
・・・それぞれの災害の事実関係に

踏み込んで言及するものではない．
・・・災害によっては，利害関係や，

立場上発言しにくいものもある．



・中国支部の災害ポテンシャル
（ブレーンストーミング）

・中国地方の白地図を利用して，
災害リスクに関するブレーンストーミング
を行った．
ブレーンストーミングに先立ち，
各委員には各都道府県において，
どのような災害が地域防災計画等で
検討されているか，下調べいただいた．

・３種類のポストイットを利用し，
各地域に想定される災害を，
白地図上に示した．ポストイットの分類は下記の通り．

赤・・・各地域のみに限定された災害（閉じた災害）
青・・・他地域と同時に発生する災害（広域災害）
黄・・・他地域で発生した災害が波及してくるもの（二次災害，災害の波及）

・列挙された災害を整理した．（時間の都合上，持ち帰って座長が処理）

・各災害には番号をつけ，関連した研究資料等をpdfで収集していく．
これが，データベースの土台となる．中国支部事務局で担当する．

・定期的に，このようなブレーンストーミングを行うことで，
想定外の災害（想定漏れ）を防止することができるのではないかと考えている．

・庄原豪雨災害を例とした
災害連関図の作成
（ブレーンストーミング）

・中国地方で想定される災害の例として，
庄原豪雨災害を選び，災害の背景
および災害の影響の波及の連鎖機構について，
ブレーンストーミングを行った．
ブレーンストーミングに当たり，
土木学会中国支部の災害調査報告書を
メンバーに配布している．

・３種類のポストイットを利用し，
次のように分類した．

赤・・・地域固有の項目（庄原ならではの話）
青・・・他地域でも同様の項目（共通項）
黄・・・他地域が原因で生じている項目（他地域の影響）

・列挙された連鎖項目を整理した．（時間の都合上，持ち帰って座長が処理）
ただし，これらの連鎖は定量的に検証されたものではないことに注意すべき．

・各連鎖には番号をつけ，関連した研究資料等をpdfで収集していく．
この研究資料の蓄積により，想定した連鎖の妥当性が議論できる．
また，これが，データベースの土台となる．中国支部事務局で担当する．

・定期的に，このようなブレーンストーミングを行うことで，
災害要因や波及による二次災害を洗い出すことができ，
防災につなげていくことができると考えている．

平成22年庄原豪雨災害を
例とした連鎖相関図(ケースA13‐1)
（第１回TFブレスト結果）

豪雨 土石流斜面崩壊 被害・死者

a.地域固有の項目

b.他地域でも同様の項目

c.他地域が原因で生じている項目

不運

a1

地球温暖化

CO2の増加

海洋の水温異常
エルニーニョ
ラニーニャ現象

森林の植生 地質

ライフスタイルの変化

働く場所がない

人口減少 高齢化

森の手入れができない
点検頻度の低下

税収の低下
治山施設の
整備不足

想定外の被害規模
（土砂到達域の推定なし）

死体の捜索・処理

避難ルートの
見直し不足

避難指示
（妥当性など）

防疫・保健衛生

不安で引っ越し

さらなる人口減少

災害ボランティアの受け入れ

自衛隊などへの要請

谷あいに居住

地域コミュニティの
弱体化

流木による
破壊力増加

防災訓練
の不足

市町村合併
（対策は向上していた？）

住宅の確保

廃棄物の処理

※ これらの分類は大まかなもの
また，矢印は，輻輳するため
主なもののみを選択

a2 a3 a4

a5

a6 a7

a8
c1

c2

c3

c4
b1

b2

b3
b4

b5
b6

b7

b8

b9

b10

b11

b12 b13 b14

b16

b17

b18

b19

b20

b21

b22

b23

b24

b25

a9



 

豪雪 交通停滞

山陰地方の豪雪災害を
例とした連鎖相関図(ケースB8‐1)
（H23年度/第3回TFブレスト結果）

a.地域固有の項目

b.他地域でも同様の項目

c.他地域が原因で生じている項目

雪崩

b1

連絡網の未整備
（携帯電話の電波）
～（糸電話？）

高齢化

県外トラックの走行
農産物の被害

落雪

死者

倒木
電柱の倒壊
電線の垂れ下がり

雪かき（おろし）
中の事故

パイプハウス，
果樹園，畜舎，
etc.の被害

高速道路が未整備

ガソリン不足

トイレが使えない

高齢者が孤立
限界集落の孤立

冬タイヤ未装着

生活道路は
町内会が除雪

家屋の損傷
（屋根が落ちる）

停電

町内会の弱体化

断水

生活必需品
の不足

物流の停止

停電の
長期化

※ これらの分類は大まかなもの
また，矢印は，輻輳するため
主なもののみを選択

a2

a1

c1

b2

b15

b2

b3
b4

b5

b6

b7

b8
b9

b10

b11

b12

b13

b14

b16

b18

b19

b22

b21

b17

b20

b23

b24

a3

c2

ごみ収集の停止

ディスポーザーの普及

緊急車両の
通行支障

企業活動の
停滞

観光客
の減少

c3

データベースにむけた試み

現在文献等を収集中

中国地方の災害ポテンシャル (マップ図） リンク

B：広域災害
予想される災害事例 リンク 論文名 著者(所属） 掲載誌 発表年

B１）
土石流
(中国地方の全域どこでも）

B1-1
平成22年7月中国地方豪雨災害
・広島県の土砂災害

（１）加納誠二/広島大学助教
（２）土田　孝/広島大学教授

平成22年7月中国地方豪雨災害調査報告書 平成22年11月

B1-2
平成22年7月中国地方豪雨災害
・山口県の土砂災害

兵動正幸，鈴木素之，石蔵良平，
朝位孝二(山口大学）

平成22年7月中国地方豪雨災害調査報告書 平成22年11月

B２）
台風による塩害
(瀬戸内どこでも）

B３）
渇水
(中国地方の全域どこでも）

B４）
コンビナート有害物質漏れ
(瀬戸内どこでも）

B５）
高潮
（瀬戸内どこでも）

B６）
台風による波浪
(瀬戸内どこでも）

B７）
地震時の液状化
（瀬戸内のコンビナートなど）

当面はpdfで文献を保存しつつ，EXCELで保存．書式はとりあえず上記．できるだけ簡単に．

つまり，資料に番号づけを行い，pdfファイルとして，支部事務局のパソコンに保管するイメージ

当面の活動案は，中国支部研究発表会の発表論文を対象に，
データーベースに含めることが妥当な論文等を精査し，データベースに蓄積していく．

次世代技術者の巻き込み： 防災教育の実践例をもとにした議論



１）重大災害を引き起こす危険箇所を、山勘で示す 実施済＝＞
(一覧表＋重大災害可能性マップ）

２）各重大災害ごとのメカニズムを探って図化する 実施済＝＞

３）アーカイブを蓄積していく

＝＞収集中

４）TFで作成するハザードマップを使って，災害アセスを実施する
プロセスを作り上げる

（＝＞次の話題）

５）次世代技術者を育てる（活動に巻き込む）

＝＞ノウハウを収集中

支部TFで進めるべきステップ（？）

中国地方の災害ポテンシャル (マップ図） リンク

B：広域災害
予想される災害事例 リンク 論文名 著者(所属） 掲載誌 発表年

B１）
土石流
(中国地方の全域どこでも）

B1-1
平成22年7月中国地方豪雨災害
・広島県の土砂災害

（１）加納誠二/広島大学助教
（２）土田　孝/広島大学教授

平成22年7月中国地方豪雨災害調査報告書 平成22年11月

B1-2
平成22年7月中国地方豪雨災害
・山口県の土砂災害

兵動正幸，鈴木素之，石蔵良平，
朝位孝二(山口大学）

平成22年7月中国地方豪雨災害調査報告書 平成22年11月

B２）
台風による塩害
(瀬戸内どこでも）

B３）
渇水
(中国地方の全域どこでも）

B４）
コンビナート有害物質漏れ
(瀬戸内どこでも）

B５）
高潮
（瀬戸内どこでも）

B６）
台風による波浪
(瀬戸内どこでも）

B７）
地震時の液状化
（瀬戸内のコンビナートなど）

 

豪雪 交通停滞

山陰地方の豪雪災害を
例とした連鎖相関図(ケースB8‐1)
（H23年度/第3回TFブレスト結果）

a.地域固有の項目

b.他地域でも同様の項目

c.他地域が原因で生じている項目

雪崩

b1

連絡網の未整備
（携帯電話の電波）
～（糸電話？）

高齢化

県外トラックの走行
農産物の被害

落雪

死者

倒木
電柱の倒壊
電線の垂れ下がり

雪かき（おろし）
中の事故

パイプハウス，
果樹園，畜舎，
etc.の被害

高速道路が未整備

ガソリン不足

トイレが使えない

高齢者が孤立
限界集落の孤立

冬タイヤ未装着

生活道路は
町内会が除雪

家屋の損傷
（屋根が落ちる）

停電

町内会の弱体化

断水

生活必需品
の不足

物流の停止

停電の
長期化

※ これらの分類は大まかなもの
また，矢印は，輻輳するため
主なもののみを選択

a2

a1

c1

b2

b15

b2

b3
b4

b5

b6

b7

b8
b9

b10

b11

b12

b13

b14

b16

b18

b19

b22

b21

b17

b20

b23

b24

a3

c2

ごみ収集の停止

ディスポーザーの普及

緊急車両の
通行支障

企業活動の
停滞

観光客
の減少

c3

４）TFで作成するハザードマップを使って，災害アセスを実施する
プロセスを作り上げる

中国支部では、TFでハザードマップを作成する予定はありませんが、
（すでに示した災害ポテンシャルの地図は、ハザードマップとは異なるものと思います）

「ハザードマップ」を、どう考えるべきか、というのは、重要な問題です。
（TFでも議論になりました）

例えば、山下さんによる話題提供でも、
ハザードマップ作成実習は、重要なテーマであり、防災教育のツール

しかし、「ハザードマップを信じるな、想定に縛られてしまう。」

という教えもあるように、思考停止になったり、安心マップになってしまったり

そういうことが起きないような、「ハザードマップ」の使い方が必要

４）TFで作成するハザードマップを使って，災害アセスを実施する
プロセスを作り上げる

そこで、一つの方向性として、

グループでハザードマップ作成演習を行った結果を蓄積していき（データベース）

・ 他のグループ（たとえば昨年度）との比較をする。
・ 実際の災害発生時に、事前のハザードマップ演習の結果との差異を調べる。

＝＞これらを通じて、ハザードの見落とし等の可能性も学ぶ

しかし、１年や２年で実現できるものではなく、TFのスキームでは、実現困難
＝＞ TFでは、方法論等を議論し、提言およびノウハウ集としてまとめていく（私案）



中国支部TFの考え方（私案）

ブレーンストーミングをベースとして議論を進めることのメリット

a) 想定外の事象を防止するための試み
・・・東日本大震災の反省を踏まえている．

b) あくまでアイデア出しであり，災害に関する事実認識ではない．
・・・実際にそのような災害が

必ず発生するということではない．
・・・それぞれの災害の事実関係に

踏み込んで言及するものではない．
・・・災害によっては，利害関係や，

立場上発言しにくいものもある．

つまり、学会は、事業の実施主体等ではないからこそ、
自由闊達な議論を行うことができるのであって、
そのような自由闊達な議論が、災害による惨事を防止する手立てとなり得る。

したがって、支部TFとして、何かしら「決定版！」のようなハザードマップ等を
作成したり、発表したりするのではなく、

あんなこともある、こんなこともある、あれはどうだろう、これはどうだろう、

という議論が、幅広いメンバーでなされる場を、実験的に構築していく、
ということを、当面の目標としている。また、その経験を成果としてまとめていく。



 

 

四国支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

役職 氏名 所属等 

座長 大年 邦雄 高知大学 

副座長 石井 一生 四国地方整備局企画部長 

幹事長 板屋 英治 愛媛大学 

(事務局) 山中 稔 香川大学 

 渦岡 良介 徳島大学 

 上月 康則 徳島大学 

 中野 晋 徳島大学 

 西山 賢一 徳島大学 

 白木 渡 香川大学 

 長谷川 修一 香川大学 

 野々村 敦子 香川大学 

 矢田部 龍一 愛媛大学 

 木下 誠也 愛媛大学 

 二神 透 愛媛大学 

 高木 方隆 高知工科大学 

 笹原 克夫 高知大学 

 原 忠 高知大学 

 村上 仁士 徳島大学 

 福田 昌史 (社)四国建設弘済会 

 工藤 建夫 (社)四国建設弘済会 

 松尾 裕治 (一財)日本建設情報総合センター 

 海野 修司 徳島県 企業局長（兼県土整備部長） 

 細谷 芳照 香川県 土木部長 

 井上 眞三 愛媛県 土木部長 

 奥谷 正 高知県 土木部長 

 横山 嘉夫 四国地方整備局 

(事務局) 後藤 文男 四国地方整備局 

(事務局) 森 和彦 四国地方整備局 

(事務局) 南都 秀樹 四国地方整備局 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 実施体制の検討、整備 

 四国支部の具体的取り組みに関する検討 

 四国災害アーカイブス事業との連携、部分共用開始に伴う PR 活動（情報発信、イベントと

の連携等） 

(2) 会議等の開催 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加者数

第 1回作業部会（ＷＧ） H23.02.10 四国地方整備局 10 名 

第 1回委員会 H24.07.17 四国建設弘済会 15 名 

第２回作業部会（ＷＧ） H24.08.09 四国地方整備局 6 名 

    

 



 

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 四国支部として、以下の５項目を柱として、検討を進めることとし、今後取り組みの具体

化を図っていく。 

 １．四国災害アーカイブス事業の運営と充実への支援、ＰＲ活動の展開 

 ２．BCP 推進などを通した大規模災害時の危機管理体制の構築  

  ・四国地震防災基本戦略との連携 

 ３．危機管理人材の育成事業の展開  

 ４．超広域・複合災害時の現地調査の広域連携 

 ５．防災技術の開発 

  (津波からの避難のための対策， 

  沿岸部の地震動・液状化・津波による複合災害対策， 

  甚大な斜面災害発生時の早期道路啓開技術等) 

 四国防災研究センタ一連携協議会との連携(第２項目と第３項目) 

＜平成 25 年度以降＞ 

 四国災害アーカイブス事業との連携をはじめ、５項目の具体的取り組みについて、他の活

動等と連携を図り、展開していく。 



1

「安全な国土への再設計」

土木学会全国大会 研究討論会

ポスト東日本大震災時代における「安全な国土」とは
－地震・津波対策だけで地域／社会を守れるのか－

平成24年9月7日
愛媛大学 防災情報研究センター
板屋 英治

四国支部 四国の地形と産業基盤等の土地利用

港湾や高規格道路等の物流基盤に立地する工場

四国地域の精油所・油槽所位置図

原油、石油製品は海上から受け入れ、
ローリーで自県内を中心にSSへ出荷

高知県内の油槽所は県内のほぼ全量を供給

2

四国支部

・四国地方は､中央部を東西に四国山地が
連なり､山がちで急峻な地形が続いている。

急峻な地形と脆弱な地質構造

・構造線･断層に沿って、脆弱な地質が分布し、
土砂災害の区域が極めて多い状況。

四国の地質および地すべり分布

出典：「甲藤次郎編」の四国の地質図に地すべり分布を加える

多発する水害・土砂災害（近年の台風災害）

春日川（高松市）【H16台風23号】

波介川（土佐市）【H19台風4号】

吉野川（美馬市）【H16台風23号】

宇治川（いの町）【H16台風10号】護岸崩壊（四万十川）

那賀川（阿南市）【H16台風10号】

:過去5年間で２回以上
の浸水被害

:過去5年間で人的被害
の発生した土砂災害

:その他

:過去5年間で２回以上
の浸水被害

:過去5年間で人的被害
の発生した土砂災害

:その他

土砂災害（新居浜市）【H16台風21号】

肱川（大洲市）【H17台風14号】

菜生海岸【H16台風23号】（室戸市）

３

四国支部

四国の平均降水量

出展：南海トラフの巨大地震モデル検討会(平成24年8月29日)

南海トラフの巨大地震 最大クラスの震度・津波

４

四国支部



南海トラフの巨大地震 震度分布 四国支部

５出展：南海トラフの巨大地震モデル検討会(平成24年8月29日) 7出展：南海トラフの巨大地震モデル検討会(平成24年8月29日)

震度7

震度6強

震度6弱

震度5強

震度5弱

凡例（地図）
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家屋倒壊・火災・土砂災害・津波・地盤沈下・浸水等
の広域的・複合・同時多発災害の発生の危険性

出典：高知県防災パンフレット「南海地震に備えちょき」より加筆

青柳橋新青柳橋

国分川

弘化台

鏡川

昭和の南海地震直後の高知市の状況

現在の高知市

昭和南海地震

による須崎市の

被災状況

東南海・南海地震の特性

１）広域的な震源域
震源域（固着域）は、東海、東南海、南海それぞれ
の震源域に分かれるが、これらを同時に震源とし
て発生する場合と、複数の地震がタイムラグ（昭
和は２年間、安政は３２時間後に発生）をもって
発生する場合がある。

２）発生は周期的
１００～１５０年の周期で確実に発生する。

最近では、三陸沖の大震災・大津波との関連性を
指摘する意見もある。

３）長周期の揺れ
阪神淡路大震災と異なり、長周期の揺れが想定
される。我が国の大都市は、このような長周期の
揺れの経験がほとんどないため、高層建築物や大
規模構造物、長スパンの構造物への影響等に懸
念がある。

４）大津波の発生
所によっては１０ｍを越えるような高さの津波が数
分のオーダーで来襲する。津波は周期的に何度も
来襲し、第一波が必ずしも一番高いわけではない。

南海地震と過去の被災状況(高知市、須崎市)

６

四国支部 被害想定(全壊・焼失棟数、死者数)

九州：101,420棟(4%)

34,550人(15%)

中国：63,500棟(3%)

2,100人(1%)

近畿：692,000棟(29%)

48,700人(21%)

中部：880,200棟(37%)

54,200人(24%)

関東～：15,420棟

6,600人

８出展：南海トラフの巨大地震モデル検討会(平成24年8月29日)

四国：610,000棟(26%)

86,500人(38%)

四国支部



四国全域、
特に徳島県南部、高知中央部

四国全域

山間地、急傾斜地危険区域
（中央構造線、仏像構造線）

四国全河川、
特に吉野川、那賀川、
物部川、仁淀川、
四万十川

道路の裏面、
（落石、土砂崩壊）

事前通行規制区間、
高規格幹線道路のミッシングリンク

四国の太平洋沿岸の港湾、
特に徳島、高知

四国の太平洋沿岸の港湾、特に徳島、高知

四国全域、
特に徳島市、高知市

四国全域

四国全域

四国全域

四国全域

四国

９

ハザードマップの見直し・充実

新たな想定外力によるシミュレーションや、過去の歴史的な地震・被災記録等を踏まえたハザードマップの見
直し・充実を図る。

◇東南海・南海地震の震度分布と津波による被災地図

【被害想定の見直し】 【津波ハザードマップ等の見直し・充実】

【被害の最小化を目指した施設整備の推進】

中央防災会議による新たな想定外力
新たな想定外力を踏まえたシミュレーショ
ン、過去の被災記録等からハザードマッ
プを見直すとともに、地域毎の目的・条件
に応じたハザードマップの充実を図る。

記載内容例
・浸水深、浸水高、
浸水時間等

・避難場所、避難路
避難方法等

各種災害情報等の統合

新たな想定外力に基づく震度
分布、津波及び浸水域等を踏
まえた被害想定の見直し

発生が危惧される三連動巨大地震

津波の浸水想定

災害履歴、土地利用ほか各種ＧＩＳ情報等

地域ごとの災害
特性把握、分析
各種防災業務の

支援
防災まちづくりへ

の活用
住民への防災情

報提供等

10



【国の地方支分部局】 １９機関
四国管区警察局、四国総合通信局、四国財務局、高松国税局、
四国厚生支局、中国四国農政局、林野庁四国森林管理局、四
国経済産業局、原子力安全・保安院中国四国産業保安監督部
四国支部、 四国地方整備局、四国運輸局、大阪航空局、国土
地理院四国地方測量部、気象庁大阪管区気象台、 海上保安庁
第五管区海上保安本部、海上保安庁第六管区海上保安本部、
中国四国地方環境事務所、 陸上自衛隊第１４旅団、海上自衛
隊呉地方総監部

【地方公共団体】 ８機関
徳島県、香川県、愛媛県、高知県、
徳島県県警本部、香川県県警本部、愛媛県県警本部、高知県
県警本部

【その他の機関】８期間
全国消防庁四国支部、日本銀行高松支店、西日本高速道路
(株)四国支社、四国電力(株)、四国旅客鉄道(株)、日本貨物
鉄道(株)四国支店、西日本電信電話(株)四国事業本部、
(株)NTTドコモ四国支社

○今回の東日本大震災を踏まえ、四国が一体となって取り組むべき施策や、各機関が重点
的に取り組むべき施策等について、国・県等の行政機関、学識経験者、経済界等幅広い
分野の方々のご意見を頂きながら取りまとめ、四国地方における東南海・南海地震に対す
る「四国地震防災基本戦略」として策定（平成２３年１２月２日）

■ 経済団体 2団体

東南海・南海地震対策について、四国全域
における基本戦略策定を目的に、既存の連
絡調整会議に、下記メンバーを拡充し、防災
基本戦略を策定。

■ 学識経験者

■ 四国市長会

数名

● 座長（構成員より）

四国東南海・南海地震対策戦略会議
(４７機関）

■ 連絡調整会議会員

四国管内の防災関係機関が実施する東南
海・南海地震対策について、情報の共有及
び施策の連携・調整を図るものである。

幹事会

情報共有
部 会

広域連携
部 会

津波対策
部 会

〔※課題に応じて専門部会を設置 〕

■ オブザーバー機関

27機関

8機関

四国東南海・南海地震対策連絡調整会議

四国における地
震・津波対策アド
バイザリー会議

防災キャラバン
による市町村の

意見・課題
事務局 四国地方整備局

【国の地方支分部局】 １９機関
四国管区警察局、四国総合通信局、
四国財務局、高松国税局、四国厚生
支局、中国四国農政局、林野庁四国
森林管理局、四国経済産業局、原子
力安全・保安院中国四国産業保安監
督部四国支部、 四国地方整備局、四
国運輸局、大阪航空局、国土地理院
四国地方測量部、気象庁大阪管区気
象台、 海上保安庁第五管区海上保安
本部、海上保安庁第六管区海上保安
本部、中国四国地方環境事務所、 陸
上自衛隊第１４旅団、海上自衛隊呉
地方総監部

【地方公共団体】 ９機関
徳島県、香川県、愛媛県、高知県、
徳島県県警本部、香川県県警本部、
愛媛県県警本部、高知県県警本部、
四国市長会

【経済団体】 ２機関
四国経済連合会、四国商工会議所連
合会

【学識経験者】 数名
学識経験者

【その他の機関】
全国消防庁四国支部、日本銀行高松
支店、西日本高速道路(株)四国支社、
四国電力(株)、四国旅客鉄道(株)、
日本貨物鉄道(株)四国支店、西日本
電信電話(株)四国事業本部、
(株)NTTドコモ四国支社、(独)水資源
機構吉野川局、四国ガス(株)、本州
四国連絡高速道路(株)

【実施状況】
戦略会議・・・設立（H23.6.9）、中間とりまとめ（H23.7.15）、最終とりまとめ（H23.11.22）

戦略会議幹事会・・・第１回（H23.6.29）、第２回（H23.9.9）、第３回（H23.10.21）

アドバイザリー会議・・・第１回（H23.3.14）、第２回（H23.5.9）、第３回（H23.11.2）

防災キャラバン（四国内全95市町村）・・・第１回（H23.3.25～6.10）、第２回（H23.8,22～9.16）

[四国地震防災基本戦略] 四国における広範な連携
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四国支部



１．四国アーカイブス事業の運営と充実

２．BCP推進などを通した大規模災害時の危機管理体制の構築
・四国の危機管理のあり方として「SISCによる危機管理体制の構築」
について、四国地震防災基本戦略との連携を図る、検討を進める。
・東北での教訓を踏まえ市町村BCPが重要であり検討を進める。

３．危機管理人材の育成事業の展開
・建設業BCPの実践を通じて人材が育っている。
・危機管理の専門家をどのように育てていくのかが課題。

４．超広域・複合災害時の現地調査の広域連携

５．防災技術の開発
(津波からの避難のための対策，沿岸部の地震動・液状化・津波による
複合災害対策，甚大な斜面災害発生時の早期道路啓開技術・・・・・）

四国支部タスクフォースの取り組み

12

四国支部

13

四国災害アーカイブス (四国建設弘済会)

http://www.shikoku-saigai.com/

四国支部

活用事例

四国全体の地震・津波被害の年表をつくる

四国全体の地震・津波被害の分布図をつくる

私のまちの地震・津波被害の年表をつくる

私のまちの地震・津波に関する石碑等マップをつくる

四国の地震・津波カレンダーをつくる

14

四国災害アーカイブス (四国建設弘済会) 四国支部



【四国建設業BCP懇談会、四国建設業BCP等審査会設置による建設業BCP策定支援】

関係機関との連携の強化（建設業ＢＣＰ策定への支援）

15

四国支部

22

・認定対象となる建設会社（当面の間）

四国地方整備局一般競争参加資格のうち、

一般土木工事のＣ等級（四国内に本社）を対象

・認定の有効期間

２年間

※２年間を過ぎると継続更新が必要

・認定状況（平成２４年３月２２日現在）

認定数：１３１社（徳島県３３社、香川県２１社、愛媛

県４０社、高知県３７社）

認定率：約７０％

「災害時の事業継続力認定」対象となる建設会社等「災害時の事業継続力認定」対象となる建設会社等

建設会社における事業継続計画 ～災害時の事業継続力認定審査要領～



 

 

西部支部タスクフォース活動報告書 

1. 構成 

役職名 氏 名 所属機関・役職名 

座 長 善  功 企 
九州大学大学院工学研究院海域港湾環境防災共同研究部門

特任教授 

副 座 長 塚 原  浩 一 
国土交通省九州地方整備局 

企画部長 

事務局長 塚 原  健 一 
九州大学工学研究院環境都市部門都市システム工学研究室

教授  

委 員 大 谷  順 
熊本大学大学院自然科学研究科社会環境工学専攻 

教授  

委 員 井 村  隆 介 
鹿児島大学大学院理工学研究科地球環境科専攻 

准教授 

委 員 林   孝 
国土交通省国土地理院 

九州地方測量部長  

委 員 是 沢  毅 
国土交通省九州地方整備局 

火山防災対策分析官 

委 員 小 路  智 
福岡県県土整備部 

道路建設課長  

委 員 有 吉  知 美 
福岡市道路下水道局 

計画部長 

委 員 溝 上  建 
九州電力株式会社技術本部 

企画・管理グループ次長 

委 員 吉 野 敏 成 
九州旅客鉄道株式会社鉄道事業本部施設部 

工事課長 

委 員 前   邦 彦 
西日本高速道路株式会社九州支社 

建設事業部長 

委 員 吉 弘  英 光 
社団法人日本建設業連合会九州支部（電力委員） 

（鹿島建設(株)九州支店 土木部長） 

委 員 木寺 佐和記 
社団法人建設コンサルタンツ協会九州支部 副支部長 

（西日本技術開発(株) 取締役） 

委 員 小 森  勝 輝 
博多あん・あんリーダー会 

代表幹事（会長） 

委 員 吉田 まりえ 
九州暮らし創造研究所 

代表 

 

 

2. これまでの活動内容 

(1) 取り組み等 

 西部支部タスクフォースの活動方針に関する議論 

 防災・災害アーカイブシステム構築に関する議論 

 パイロットプロジェクトしての福岡県部会でのアーカイブ構築作業開始 



 

 

(2) 会議等の開催 

会議名称等 開催日時 開催場所 参加者数

第 1回委員会 H24.5.21 国土交通省九州地方整備局 ２０名 

第２回委員会 H24.10.15 国土交通省九州地方整備局 ２０名 

    

    

 

3. 今後の活動予定 

＜平成 24 年度＞ 

 パイロットプロジェクトとしての福岡県部会でのアーカイブ構築 

 福岡県以外での各県部会の設立 

＜平成 25 年度以降＞ 

 各県部会でのアーカイブ構築 

 各県部会のアーカイブを統合した九州防災・災害アーカイブの構築作業推進 

 アーカイブを活用した広報活動の展開の検討（及び推進） 

 

（文責：幹事長 塚原健一） 

 



安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

九州の災害の状況・・危険箇所は？ どこでも危ない！！

安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

災害の想定箇所・・ 火山災害、土砂災害、風災害、高潮、洪水、九州においては何処でも危険！
災害の頻度・・ 何時でも危険 → 昭和30年代以降でも年平均30名以上が犠牲に！

それでは我々は災害に対してどの様に命を守ってゆけば良いのか

1990年の梅雨前線でも今回の豪雨災害と同様の被害
が発生している（死者8名）
1990年の24時間雨量＝448mm（当時の既往最大）

今回の24時間雨量＝507mm（既往最大）

安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

土砂災害を例にとっても、いたる所が土石流危険箇所・・ 証言でも阿蘇市の被災地区で避難した人は少数

安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

発生メカニズム －－ 災害の形態は多様だが既往最大の降雨でやられている

矢部川の北側では既往最大雨量を大
幅に超過 → 被災箇所数も膨大

矢部川の南側では雨量は既往最大に
満たない → 被災箇所数も少ない

明らかに既往最大では危ない

問題は既往最大という情報を非難に活
かす手段ではないのか？



安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

発生メカニズム －－ 災害の形態は多様だが既往最大でやられている

安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

アーカイブの方向性 －－ 過去の災害を、既往最大を知ろう

安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み

西日本新聞 5月22日

朝日新聞 8月20日



安全な国土への再設計 九州の災害状況と西部支部の取り組み



災害アーカイブに向けた検討



災害アーカイブに向けた検討

東京⼤学・空間情報科学研究センター
柴崎亮介

shiba@csis.u-tokyo.ac.jp

構成

• 事例： みんなの三⽅湖
• メタデータのデザイン案

2

事例： みんなの三⽅五湖マップ

• 2011年7⽉20⽇サイト公開
• URL：http://www.mikatagoko.jp/

3

プラットフォーム概要

4

Wiki オンライン地図サービスタグ＋ ＋

フリーオンライン百科事典ウィキペディア
などで広く普及

Google社が提供するフリーオンライン
地図で様々なサイトで活用

による地図表示・検索による情報入力・整理・共有

情報共有 情報整理 表示・検索

情報2次利用

CSV出力 ＋ 印刷出力



システム概要

5

Semantic
MediaWiki

GoogleMaps API

Database

時空間検索・表示
・出力ページ

情報登録・共有
ページ

XML配信

データ登録

検索

検索
データ返信

地図画⾯ ⑧検索入力欄

②タグ/カテゴリアイコン

⑤フィルタタブ

③情報ウィンドウ

①Googleマップエリア

④年代フィルター

⑦検索結果表示エリア

⑥地図タイプボタン

⑩CSV出力ボタン ⑨印刷ボタン

地図表⽰

7

• 同じ場所にある記事アイコンの重なりを解消

10件ずつ表示マウスオーバーで拡大 次の10件

検索

8ウナギに関する絵画分布図

• 全⽂検索
• 検索項⽬
–カテゴリ
–集落
–タグ
–年代



記事

9

画像やテキストなど
のコンテンツ

関連タグ，位置情報
，年代など

カテゴリ

記事タイトル

地図

⼊⼒ フォームによる⼊⼒画⾯

1010

画像

関連タグ，位置情報
など

カテゴリ

記事タイトル

地図から指定可能

⼊⼒ CSVインポート⽤フォーマット

11

出⼒

12

CSV出力結果 印刷出力結果




